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(57)【要約】
【課題】外光下や高温高湿環境下でも背景部の映り込み
のない黒色を表示できる有機エレクトロルミネッセンス
表示装置を提供し、さらに、斜めから見たときに色相の
変動が生じにくい有機エレクトロルミネッセンス表示装
置を提供する。
【解決手段】少なくとも、光反射電極と、発光層と、透
明電極と、λ／４位相差フィルム及び直線偏光膜を有す
る円偏光板が、この順に備えられた有機エレクトロルミ
ネッセンス表示装置であって、該λ／４位相差フィルム
が、単一の層からなり、特定のアシル基による特定のア
シル基置換度を有するセルロースアシレートを含有し、
かつ固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有すること
を特徴とする有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、光反射電極と、発光層と、透明電極と、λ／４位相差フィルム及び直線偏
光膜を有する円偏光板が備えられた有機エレクトロルミネッセンス表示装置であって、
　該λ／４位相差フィルムが、単一の層からなり、下記式（１）及び（２）を満たすセル
ロースアシレートを含有し、重量平均分子量が１５００～８００００の範囲内であり、か
つ、固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有することを特徴とする有機エレクトロルミ
ネッセンス表示装置。
　式（１）：２．０≦Ｚ１＜３．０
　式（２）：０．５≦Ｘ
　（式（１）及び（２）において、Ｚ１はセルロースアシレートの総アシル基置換度を表
し、Ｘはセルロースアシレートのプロピオニル基置換度及びブチリル基置換度の総和を表
す。）
【請求項２】
　前記λ／４位相差フィルムの、波長６５０ｎｍの光による面内位相差値Ｒｏ（６５０）
に対する波長５５０ｎｍの光による面内位相差値Ｒｏ（５５０）の比の値（Ｒｏ（５５０
）／Ｒｏ（６５０））が、０．８３～０．９７の範囲内であることを特徴とする請求項１
に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
【請求項３】
　前記固有複屈折値が負であるオリゴマーが、スチレン誘導体構造を含むことを特徴とす
る、請求項１又は請求項２に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
【請求項４】
　前記セルロースアシレートの総置換度Ｚ１が、下記式（３）を満たすことを特徴とする
請求項１から請求項３のいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
　式（３）：２．０≦Ｚ１＜２．５
【請求項５】
　前記固有複屈折値が負であるオリゴマーの含有量が、前記セルロースアシレートに対し
て５～２０質量％の範囲内であることを特徴とする請求項１から請求項４のいずれか一項
に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
【請求項６】
　前記固有複屈折値が負であるオリゴマーの重量平均分子量が、１５００～３００００の
範囲内であることを特徴とする請求項１から請求項５のいずれか一項に記載の有機エレク
トロルミネッセンス表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機エレクトロルミネッセンス表示装置に関し、さらに詳しくは、λ／４位
相差フィルムを用いた円偏光板を具備した液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、低消費電力、低容積、軽量という点で面発光素子を持つ有機エレクトロルミネッ
センス表示装置（以下、有機ＥＬ表示装置ともいう。）のニーズが高まっている。
【０００３】
　有機ＥＬ表示装置では、背面電極として通常、反射性の高い金属電極を使用しており、
この反射性の高い金属電極を使用することで、発光層からの発光輝度を向上させることが
できる。しかし、この金属電極の反射性が高いために外部の背景が映り込み、画像表示特
性を低下させるという問題があった。すなわち、室内照明の映り込みなどが激しく、明所
では黒色が表現できなくなるという問題があった。これを解決するため、従来、有機ＥＬ
表示装置では、通常低屈折率層を用いる反射防止膜を使用しているが、より強力な反射防
止手段が望まれていた。特許文献１には、この鏡面の外光反射防止にλ／４位相差フィル
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ムからなる円偏光素子を使用することが開示されている。λ／４位相差フィルムは、特定
の波長の直線偏光を円偏光に変換する機能を持つ。
【０００４】
　有機ＥＬ表示装置において、λ／４位相差フィルムを用いて、金属電極による外部光の
反射を可視光の全波長領域でカットするためには、λ／４位相差フィルムを可視光全波長
領域においてλ／４位相差（すなわち光波長（λ）の１／４の位相差値）とする必要があ
る。従って、光波長（λ）が長波長になればなるほど、フィルムの位相差値も大きいとい
う特性が必要となる（本発明では、この、光波長が長波長になればなるほど位相差値が増
加する特性を逆波長分散性と呼ぶ。）。
【０００５】
　ある波長、例えば５５０ｎｍにおいてはλ／４位相差を達成しているが、別の波長にお
いてはλ／４位相差から離れた位相差値のλ／４位相差フィルムを有機ＥＬ表示装置に装
着した場合、（すなわちλ／４位相差フィルムの位相差の逆波長分散性が不十分な場合）
緑色の光に対しては光の反射を防止することができるが、赤色の光や青色の光の反射を完
全に防止することが困難になり、明所での黒色表示が赤色や青色がかってしまうという問
題がある。
【０００６】
　しかし一般に、λ／４位相差フィルムを作製する場合、ある波長では、λ／４位相差を
達成することができても、可視光全波長領域にわたって１／４波長の逆波長分散性にする
ことは難しく、様々な検討がなされてきた。また、本発明者らが検討したところ、λ／４
位相差フィルムの波長分散性を改良することと、位相差の発現性はトレードオフの関係に
なりやすく、一枚のフィルムで位相差の波長分散性を理想に近づけるように調整すると、
位相差の発現性が減少してしまうので膜厚が厚くなってしまうという問題があることがわ
かった。
【０００７】
　特許文献２では、位相差の波長分散性を改良すべく、固有複屈折値が正の一軸性を有す
る鎖状部位と固有複屈折値が負の一軸性を有する鎖状部位の共重合体から成る樹脂を含有
するλ／４位相差フィルムが提案されている。しかし、この樹脂の合成は手間が掛かりコ
ストが高くなってしまい、また、この方法によっても位相差の波長分散性の改良と位相差
発現性のトレードオフを脱却することは難しかった。
【０００８】
　一方、特許文献３では、固有複屈折値が正の材料を含有するフィルムと固有複屈折値が
負の材料を含有するフィルムを積層したλ／４位相差フィルムが提案されている。しかし
、積層するとフィルムが厚くなってしまうという問題があり、また、このフィルムを有機
ＥＬ表示装置に搭載した場合、フィルムの厚みが厚いために表示装置を斜め方向から見た
時に色相変動が生じやすいという問題があった。
【０００９】
　また、特許文献４では、ノルボルネン樹脂などの固有複屈折値が正のポリマーとポリス
チレンなどの固有複屈折値が負のポリマーとを混合したフィルムから構成されるλ／４位
相差フィルムが提案されている。しかし、ポリマー同士を混ぜ合わせているために、脆性
が悪く、生産性の観点から扱いにくいという問題や、耐久性が悪く、高温環境や高湿環境
下で使用するとフィルムが白化しやすく、視認性が低下するという問題があった。
【００１０】
　一方、セルロースアシレートは偏光板用保護フィルムとしてよく用いられている樹脂で
あり、セルロースアシレートの延伸フィルムは逆波長分散性を示すという特徴を有してい
る。また、ポリカーボネートや環状オレフィン樹脂等に比べて、光弾性係数が小さいので
、応力が加わったときの位相差ムラを低減することができるという利点を有する。
【００１１】
　しかし、セルロースアシレートの逆波長分散性も、可視光波長域の全てにわたって、１
／４波長にはならず、改善が必要であった。
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【００１２】
　特許文献５では、セルロースアシレートに特定の添加剤を含有させることによって、広
帯域で逆波長分散性を有する位相差フィルムを提供する技術が開示されている。しかし、
この技術においても、セルロースアシレートと添加剤の相溶性が十分でないため、高温高
湿環境下の使用において添加剤がブリードアウトするという問題があり、さらに脆性が劣
るという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開平８－３２１３８１号公報
【特許文献２】特開２００２－２３１４３８号公報
【特許文献３】特開２００２－７５６５９号公報
【特許文献４】特開２００１－３３７２２２号公報
【特許文献５】特開２０１０－１６３４８２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は上記問題・課題に鑑みなされたものであり、その解決課題は、外光下や高温高
湿環境下でも背景部の映り込みのない黒色を表示できる有機エレクトロルミネッセンス表
示装置を提供することであり、さらに、斜めから見たときに色相の変動が生じにくい有機
エレクトロルミネッセンス表示装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者は、上記課題を解決すべく、上記課題について検討する過程において、セルロ
ースアシレートに固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有させることによって十分な位
相差発現性を有したまま、広帯域の波長領域において逆波長分散性を有するλ／４位相差
フィルムを作製することができることを見いだし本発明に至った。
【００１６】
　すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。
１．少なくとも、光反射電極と、発光層と、透明電極と、λ／４位相差フィルム及び直線
偏光膜を有する円偏光板が備えられた有機エレクトロルミネッセンス表示装置であって、
　該λ／４位相差フィルムが、単一の層からなり、下記式（１）及び（２）を満たすセル
ロースアシレートを含有し、重量平均分子量が１５００～８００００の範囲内であり、か
つ、固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有することを特徴とする有機エレクトロルミ
ネッセンス表示装置。
　式（１）：２．０≦Ｚ１＜３．０
　式（２）：０．５≦Ｘ
　（式（１）及び（２）において、Ｚ１はセルロースアシレートの総アシル基置換度を表
し、Ｘはセルロースアシレートのプロピオニル基置換度及びブチリル基置換度の総和を表
す。）
２．前記λ／４位相差フィルムの、波長６５０ｎｍの光による面内位相差値Ｒｏ（６５０
）に対する波長５５０ｎｍの光による面内位相差値Ｒｏ（５５０）の比の値（Ｒｏ（５５
０）／Ｒｏ（６５０））が、０．８３～０．９７の範囲内であることを特徴とする第１項
に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
３．前記固有複屈折値が負であるオリゴマーが、スチレン誘導体構造を含むことを特徴と
する、第１項又は第２項に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
４．前記セルロースアシレートの総置換度Ｚ１が、下記式（３）を満たすことを特徴とす
る第１項から第３項のいずれか一項に記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
　式（３）：２．０≦Ｚ１＜２．５
５．前記固有複屈折値が負であるオリゴマーの含有量が、前記セルロースアシレートに対
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して５～２０質量％の範囲内であることを特徴とする第１項から第４項のいずれか一項に
記載の有機エレクトロルミネッセンス表示装置。
６．前記固有複屈折値が負であるオリゴマーの重量平均分子量が、１５００～３００００
の範囲内であることを特徴とする第１項から第５項のいずれか一項に記載の有機エレクト
ロルミネッセンス表示装置。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明は上記手段により、外光下や高温高湿環境下でも背景部の映り込みのない黒色を
表示できる有機エレクトロルミネッセンス表示装置を提供することができる。さらに、斜
めから見たときに色相の変動が生じにくい有機エレクトロルミネッセンス表示装置を提供
することができる。
【００１８】
　（本発明の効果の発現機構）
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、以下のように考えている。すなわ
ち本発明の構成では、固有複屈折値が負であるオリゴマーをセルロースアシレートに含有
させることにより、位相差の発現性を劣化させずに、位相差の波長分散性を制御すること
が可能であり、可視光全域の入射光に対して、Ｒｏ（λ）／λがほぼ１／４である位相差
特性を有するλ／４位相差フィルムを作製することができたと考えられる。本発明におい
ては、そのλ／４位相差フィルムを有機エレクトロルミネッセンス表示装置の円偏光板に
用いたものである。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の有機ＥＬ表示装置の一例の断面模式図である。
【図２】本発明に係る円偏光板の機能を説明するための模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス表示装置は、少なくとも、光反射電極と、発光
層と、透明電極と、λ／４位相差フィルム及び直線偏光膜を有する円偏光板が備えられた
有機エレクトロルミネッセンス表示装置であって、
　該λ／４位相差フィルムが、単一の層からなり、下記式（１）及び（２）を満たすセル
ロースアシレートを含有し、重量平均分子量が１５００～８００００の範囲内であり、か
つ、固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有することを特徴とする。
　式（１）：２．０≦Ｚ１＜３．０
　式（２）：０．５≦Ｘ
　（式（１）及び（２）において、Ｚ１はセルロースアシレートの総アシル基置換度を表
し、Ｘはセルロースアシレートのプロピオニル基置換度及びブチリル基置換度の総和を表
す。）
　この特徴は、請求項１から請求項６までの請求項に係る発明に共通する技術的特徴であ
る。
【００２１】
　本発明の実施態様として、本発明の効果発現の観点から、前記λ／４位相差フィルムの
、波長６５０ｎｍの光による面内位相差値Ｒｏ（６５０）に対する波長５５０ｎｍの光に
よる面内位相差値Ｒｏ（５５０）の比の値（Ｒｏ（５５０）／Ｒｏ（６５０））が、０．
８３～０．９７の範囲内であることが、有機ＥＬ表示装置の赤色の再現性が良好になる効
果が得られることから好ましい。
【００２２】
　さらに、本発明においては、前記固有複屈折値が負であるオリゴマーがスチレン誘導体
構造を含むものであることが位相差の逆波長分散性の効果が得られることから好ましい。
【００２３】
　さらに、本発明においては、前記セルロースアシレートの総アシル基置換度Ｚ１が下記
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式（３）を満たすものであることが、位相差発現性向上の効果が得られることから好まし
い。
　式（３）：２．０≦Ｚ１＜２．５
　さらに、本発明においては、前記固有屈折値が負であるオリゴマーの含有量が、前記セ
ルロースアシレートに対して５～２０質量％の範囲内であることが位相差の波長分散改良
効果が得られることから好ましい。
【００２４】
　さらに、本発明においては、前記固有複屈折値が負であるオリゴマーの重量平均分子量
が、１，５００～３０，０００の範囲内であることが、セルロースアシレートとの相溶性
がよく位相差の波長分散の改良効果が得られることから好ましい。
【００２５】
　以下、本発明とその構成要素及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な説
明を行う。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数字を下限値及び上限
値として含む意味で使用する。
【００２６】
　＜有機エレクトロルミネッセンス表示装置＞
　まず、本発明の有機ＥＬ表示装置について以下に説明する。
【００２７】
　図１に本発明の有機ＥＬ表示装置の基本的構成を示す断面模式図を示す。図１に示す有
機ＥＬ表示装置は、光反射電極（Ｅｒ）、発光層（ＯＬ）、透明電極（Ｅｔ）、透明基板
（Ｔｓ）、λ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）及び直線偏光膜（ＰＬ）がこの順に積層さ
れた構造を有する。λ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）及び直線偏光膜（ＰＬ）が円偏光
板を構成している。
【００２８】
　次に、図２を用いて、本発明の有機ＥＬ表示装置における反射防止機能及び表示機能に
ついて説明する。なお、図２は、図１に示す有機ＥＬ表示装置中、円偏光板のみを模式的
に示したものであり、他の部材は省略している。図２に示す円偏光板は直線偏光膜（ＰＬ

）及びλ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）とからなる。前記円偏光板は発光層（図示せず
）からの光の出射側に配置され、直線偏光膜（ＰＬ）側（上側）を有機ＥＬ表示装置の外
側にし、λ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）側を有機ＥＬ表示装置の内側にして配置され
る。
【００２９】
　有機ＥＬ表示装置に、外部から光（１ｘ及びｌｙを含む）が入射すると、直線偏光膜（
ＰＬ）の偏光軸方向に一致する直線偏光成分（ｌｙ）のみが直線偏光膜（ＰＬ）を通過す
る。他の成分（ｌｘ）は、直線偏光膜（ＰＬ）に吸収される。直線偏光膜（ＰＬ）を通過
した直線偏光（２ｙ）は、λ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）を通過することにより円偏
光（２ｚ）に変換される。円偏光（２ｚ）は、有機ＥＬ表示装置の光反射電極（図示せず
）に反射されると、逆回りの円偏光（３ｚ）になる。逆回りの円偏光（３ｚ）は、λ／４
位相差フィルム（Ｐλ／４）を通過することにより直線偏光膜（ＰＬ）の偏光軸方向とは
９０°異なる方向の直線偏光（３ｙ）に変換される。この直線偏光（３ｙ）は、直線偏光
膜（ＰＬ）を通過できずに吸収される。このようにして、有機ＥＬ表示装置へ外部から入
射する光（ｌｘ及びｌｙ）は、全て直線偏光膜（ＰＬ）に吸収され、反射は防止される。
従って、背景部が映り込むことによる画像表示特性の低下を防止することができる。
【００３０】
　有機ＥＬ表示装置内部からの光、すなわち、発光層（図示せず）からの発光は、二種類
の円偏光成分（３ｚ及び４ｚ）を含んでいる。一方の円偏光（３ｚ）は、上記のようにλ
／４位相差フィルム（Ｐλ／４）を通過することにより、直線偏光膜（ＰＬ）の偏光軸方
向とは９０°異なる方向の直線偏光（３ｙ）に変換される。そして、直線偏光（３ｙ）は
直線偏光膜（ＰＬ）を通過できずに直線偏光膜（ＰＬ）に吸収される。他方の円偏光（４
ｚ）はλ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）を通過することにより直線偏光膜（ＰＬ）の偏
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光軸方向と一致する直線偏光（４ｙ）に変換される。そして、直線偏光（４ｙ）は直線偏
光膜（ＰＬ）を通過し（４ｘ）、画像として認識される。
【００３１】
　なお、直線偏光膜（ＰＬ）とλ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）との間に、直線偏光膜
（ＰＬ）の偏光軸方向とは９０°異なる方向の直線偏光（３ｙ）を反射する機能を有する
反射偏光板を設けると、直線偏光（３ｙ）を吸収することなく反射させ、それを反射電極
で再反射させることにより、直線偏光膜（ＰＬ）の偏光軸方向と一致する直線偏光（４ｙ
）に変換することができる。すなわち、反射偏光板を用いることで、発光層が発光した光
の全て（３ｚ及び４ｚ）を外側に出射させることもできる。
【００３２】
　直線偏光膜（ＰＬ）のλ／４位相差フィルム（Ｐλ／４）と反対の面には、偏光板用保
護フィルム、あるいはもう１枚のλ／４位相差フィルムが配置される（図示せず）。偏光
板用保護フィルム、あるいはもう１枚のλ／４位相差フィルムが有機ＥＬ表示装置の最表
面に配置される場合には、該偏光板用保護フィルム、あるいはもう１枚のλ／４位相差フ
ィルムの最表面に透明ハードコート層、防眩層、反射防止層などが設けられてもよい。
【００３３】
　（λ／４位相差フィルムの説明）
　ここで、本発明に係る「λ／４位相差フィルム」とは、所定の光の波長（通常、可視光
領域）に対して、フィルムの面内位相差値Ｒｏが約１／４であるものをいう。
【００３４】
　＜固有複屈折値が負であるオリゴマー＞
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、少なくとも、光反射電極と、発光層と、透明電極と、λ
／４位相差フィルム及び直線偏光膜を有する円偏光板が備えられた有機エレクトロルミネ
ッセンス表示装置であって、
　該λ／４位相差フィルムが、単一の層からなり、下記式（１）及び（２）を満たすセル
ロースアシレートを含有し、重量平均分子量が１５００～８００００の範囲内であり、か
つ、固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有することを特徴としている。
　式（１）：２．０≦Ｚ１＜３．０
　式（２）：０．５≦Ｘ
（式中、Ｚ１はセルロースアシレートの総アシル基置換度を表し、Ｘはセルロースアシレ
ートのプロピオニル基置換度とブチリル基置換度の総和を表す。）
　本発明において、固有複屈折値が負であるオリゴマーとは、分子が一軸性をもって配向
したときに、光学的に負の一軸性を示す特性有する材料をいう。例えば、前記固有複屈折
値が負であるオリゴマーが樹脂に含有される場合、分子が一軸性の配向をとって形成され
た層に光が入射したとき、前記配向方向の光の屈折率が前記配向方向に直交する方向の光
の屈折率より小さくなるオリゴマーをいう。
【００３５】
　本発明において、「オリゴマー」とは、比較的少数（例えば、モノマーが２００個以下
）のモノマーが結合した重合体のことをいう。本発明において、オリゴマーの重量平均分
子量は１５００～８００００であり、１５００～３００００であることが本発明の効果発
現の観点からより好ましい。重量平均分子量が１５００より小さいと、所望の波長分散、
所望の面内位相差値Ｒｏ（５５０）を達成するための膜厚が厚くなってしまい、有機ＥＬ
表示装置が黒表示の際、斜めから見たときの色相変動が起きやすくなってしまうため好ま
しくない。さらに、長期使用や気温や湿度の過酷な条件化で使用し続けた際、フィルム中
でオリゴマーが析出しやすくなってしまい、表示装置を正面から見たときの黒輝度が劣化
してしまうので好ましくない。また、重量平均分子量が８００００を超えるオリゴマーで
あると、相溶性の観点からヘイズが上昇しやすくなるため表示装置にしたときの黒輝度の
劣化や、ＥＬ素子の発光状態での輝度の劣化が起こりやすく、また、λ／４位相差フィル
ムの生産上の観点からも破断が起こりやすくなるため好ましくない。また、本発明におい
て、オリゴマーの重量平均分子量が上記範囲内であるとセルロースアシレートとの相溶性
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がよく、本発明の効果発現の観点からより好ましい。
【００３６】
　前記固有複屈折値が負であるオリゴマーとしてはスチレン誘導体構造を含むオリゴマー
、マレイミド誘導体構造を含むオリゴマー、アクリロニトリル系オリゴマー、ポリメチル
メタクリレート系オリゴマーが挙げられる。スチレン誘導体構造を含むオリゴマーとはス
チレン誘導体を繰り返し単位として含むオリゴマーであることが好ましい。
【００３７】
　（スチレン誘導体構造を含むオリゴマー）
　本発明において用いられるスチレン誘導体構造を含むオリゴマーは、スチレンあるいは
スチレン誘導体の単独重合オリゴマー；スチレン、あるいはスチレン誘導体と他のモノマ
ーとの共重合オリゴマー；及びこれらのオリゴマーの混合物に大別することができる。ス
チレン、あるいはその誘導体の単独重合オリゴマーの例としては、スチレン、α－メチル
スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－クロロスチレン、ｏ－ニトロ
スチレン、ｐ－アミノスチレン、ｐ－カルボキシルスチレン、ｐ－フェニルスチレン及び
２，５－ジクロロスチレンの単独重合オリゴマーを挙げることができる。
【００３８】
　スチレンあるいはスチレン誘導体と他のモノマーとの共重合オリゴマーの例としては、
スチレン／アクリロニトリル共重合オリゴマー、スチレン／メタクリロニトリル共重合オ
リゴマー、スチレン／メタクリル酸メチル共重合オリゴマー、スチレン／メタクリル酸エ
チル共重合オリゴマー、スチレン／α－クロロアクリロニトリル共重合オリゴマー、スチ
レン／アクリル酸メチル共重合オリゴマー、スチレン／アクリル酸エチル共重合オリゴマ
ー、スチレン／アクリル酸ブチル共重合オリゴマー、スチレン／アクリル酸共重合オリゴ
マー、スチレン／メタクリル酸共重合オリゴマー、スチレン／ブタジエン共重合オリゴマ
ー、スチレン／イソプレン共重合オリゴマー、スチレン／無水マレイン酸共重合オリゴマ
ー、スチレン／イタコン酸共重合オリゴマー、スチレン／ビニルカルバゾール共重合オリ
ゴマー、スチレン／Ｎ－フェニルアクリルアミド共重合オリゴマー、スチレン／ビニルピ
リジン共重合オリゴマー、スチレン／ビニルナフタレン共重合オリゴマー、α－メチルス
チレン／アクリロニトリル共重合オリゴマー、α－メチルスチレン／メタクリロニトリル
共重合オリゴマー、α－メチルスチレン／酢酸ビニル共重合オリゴマー、スチレン／α－
メチルスチレン／アクリロニトリル共重合オリゴマー、スチレン／α－メチルスチレン／
メチルメタクリレート共重合オリゴマー、スチレン／スチレン誘導体共重合オリゴマー、
スチレン／アクリロイルモルホリン共重合オリゴマー、及びα－メチルスチレン／アクリ
ロイルモルホリン共重合オリゴマーを挙げることができる。
【００３９】
　これらのオリゴマーのうち、特に相溶性の観点からスチレン、α－メチルスチレンとア
クリロイルモルホリンとの共重合オリゴマーが好ましい。
【００４０】
　また、マレイミド誘導体構造を含むオリゴマーとは、マレイミド誘導体を繰り返し単位
として含むオリゴマーであることが好ましい。
【００４１】
　これらは１種単独で用いてもよいし、２種以上併用してもよい。
【００４２】
　本発明において、固有複屈折値が負であるオリゴマーの含有量は、セルロースアシレー
トの質量に対して、５～２０質量％の範囲内であることが好ましい。５質量％以上である
と本発明の効果、特に波長分散の改良効果が優れるので好ましい。また、含有量が、２０
質量％以下であると長期使用や気温や湿度の過酷な条件下で使用し続けても、正面から見
たときの黒輝度が劣化しないので好ましい。
【００４３】
　固有複屈折値が正のポリマーと、固有複屈折値が負のポリマーを混合したフィルムにお
いて、その配合比率や延伸条件等の調整により、位相差の波長分散性を制御できるが、反
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面、延伸処理等によりそれらの分子配向が等しくなったとき、それらの遅相軸は直交する
ため、発現する位相差は各々が有する特性が相殺された結果としての位相差値になる。つ
まり、固有複屈折値が正のポリマーのみの場合に比べて、固有複屈折値が正のポリマーと
負のポリマーを混合した場合には、フィルムとしての位相差発現性は低減するのが一般的
であった。
【００４４】
　しかし、本発明の構成によれば、すなわち固有複屈折値が負の材料をポリマーでなく、
オリゴマーにすることにより、固有複屈折が正のセルロースアシレートに混合しても位相
差発現性を劣化させずに、位相差の波長分散性を制御することが可能であり、可視光全域
の入射光に対して、Ｒｏ（λ）／λがほぼ１／４である位相差特性を有するλ／４位相差
フィルムを作製することが可能である。
【００４５】
　＜面内位相差Ｒｏ＞
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは、波長５５０ｎｍで測定した面内位相差Ｒｏ（５
５０）が１１０～１７０ｎｍの範囲内であり、Ｒｏ（５５０）が１２０～１６０ｎｍであ
ることが好ましく、Ｒｏ（５５０）が１３０～１５０ｎｍであることがさらに好ましい。
【００４６】
　面内位相差Ｒｏは、下記式で定義される。
　式：Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　式中、ｎｘ、ｎｙは、２３℃・５５％ＲＨ、４５０ｎｍ、５５０ｎｍ又は６５０ｎｍに
おける屈折率ｎｘ（フィルムの面内の最大の屈折率、遅相軸方向の屈折率ともいう。）、
ｎｙ（フィルム面内で遅相軸に直交する方向の屈折率）であり、ｄはフィルムの厚さであ
る。
【００４７】
　（面内位相差Ｒｏの測定方法）
　波長（λ）におけるフィルムの面内位相差値Ｒｏ（λ）、及び下記式で表される厚み方
向の位相差値Ｒｔ（λ）は、市販の自動複屈折率計を用いて測定することができる。自動
複屈折率計には、Ａｘｏｍｅｔｒｉｃ社製のＡｘｏＳｃａｎ、王子計測機器株式会社製の
ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨなどがあるが、本発明においてはＡｘｏＳｃａｎを用いて、２３
℃、５５％ＲＨの環境下で、各波長での複屈折率測定によりＲｏ（λ）、Ｒｔ（λ）を算
出している。
　式：Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ
　式中、ｎｘ、ｎｙは、２３℃・５５％ＲＨ、４５０ｎｍ、５５０ｎｍ又は６５０ｎｍに
おける屈折率ｎｘ（フィルムの面内の最大の屈折率、遅相軸方向の屈折率ともいう。）、
ｎｙ（フィルム面内で遅相軸に直交する方向の屈折率）、ｎｚ（フィルムの厚み方向の屈
折率）であり、ｄはフィルムの厚さである。
【００４８】
　＜面内位相差Ｒｏの波長分散＞
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは、可視光の波長の範囲においてほぼ完全な円偏光
を得るため、可視光の波長の範囲においておおむね波長の１／４の面内位相差を有する位
相差フィルムであることが好ましい。
【００４９】
　（Ｒｏ（５５０）／Ｒｏ（６５０））
　「可視光の波長の範囲においておおむね１／４の面内位相差」とは、可視光領域（例え
ば波長４００から７００ｎｍ）において長波長ほど面内位相差値が大きく、波長５５０ｎ
ｍで測定した面内位相差値であるＲｏ（５５０）と波長６５０ｎｍで測定した面内位相差
値であるＲｏ（６５０）の比の値Ｒｏ（５５０）／Ｒｏ（６５０）が、０．８３以上０．
９７以下であることが赤色の再現にとって好ましく、０．８４～０．９５であることがよ
り好ましく、０．８４～０．９３であることが特に好ましい。
【００５０】
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　（Ｒｏ（４５０）／Ｒｏ（５５０））
　また、波長４５０ｎｍで測定した面内位相差値であるＲｏ（４５０）と波長５５０ｎｍ
で測定した面内位相差値であるＲｏ（５５０）の比の値Ｒｏ（４５０）／Ｒｏ（５５０）
が、０．７２～０．９６であることが青色の再現にとって好ましく、０．７６～０．９４
であることがより好ましく、０．７９～０．８９であることが特に好ましい。
【００５１】
　本発明においては、セルロースアシレートに固有複屈折値が負であるオリゴマーを含有
させることによって、Ｒｏ（４５０）／Ｒｏ（５５０）及びＲｏ（５５０）／Ｒｏ（６５
０）を上記好ましい範囲に制御することができる。
【００５２】
　＜膜厚＞
　本発明に係るλ／４位相差フィルムの膜厚は、特に限定はされないが１０～２５０μｍ
が用いられる。１０～１００μｍであることがより好ましい。さらに好ましくは３０～６
０μｍである。膜厚が好ましい範囲であると、本発明に係るλ／４位相差フィルムを有機
ＥＬ表示装置に搭載し、黒表示にしたときに、斜めから見た際の色相の変動が起きにくく
なるので好ましい。
【００５３】
　＜破断伸度＞
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは、ＪＩＳ　Ｋ７１２７－１９９９に準拠した測定
において、フィルムの遅相軸方向、及びそれと直交する方向の破断点応力（ＭＰａ）を測
定し、この破断点応力にフィルムの膜厚を掛けたものを破断伸度（Ｎ）として算出した。
本発明においては、前記、少なくとも一方の破断伸度が、１０％以上であることが好まし
く、より好ましくは２０％以上、さらに好ましくは３０％以上である。破断伸度が上記の
範囲外であると、λ／４位相差フィルムの生産時に破断等の問題が起こりやすいため好ま
しくない。一般に、相溶性の悪いポリマー同士を混ぜて作製したフィルムでは、破断伸度
が低くなりやすい。
【００５４】
　＜セルロースアシレート＞
　本発明に係るλ／４位相差フィルムに用いられるセルロースアシレートとしては、セル
ロースと、炭素数２～２２程度の脂肪族カルボン酸及び／又は芳香族カルボン酸とのエス
テルが挙げられ、特に、セルロースと炭素数が６以下の低級脂肪酸とのエステルであるこ
とが好ましい。
【００５５】
　セルロースの水酸基に結合するアシル基は、直鎖であっても分岐していてもよく、また
環を形成してもよい。さらに別の置換基が置換してもよい。同じ置換度である場合、上述
した炭素数が多いと複屈折性が低下するため、炭素数としては炭素数２～６のアシル基の
中で選択することが好ましい。前記セルロースアシレートとしての炭素数が２～４である
ことが好ましく、炭素数が２～３であることがより好ましい。
【００５６】
　具体的には、セルロースアシレートとしては、セルロースアセテートプロピオネート、
セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテートプロピオネートブチレート又は
セルロースアセテートフタレートのようなアセチル基の他にプロピオネート基、ブチレー
ト基又はフタリル基が結合したセルロースの混合脂肪酸エステルを用いることができる。
なお、ブチレートを形成するブチリル基は、直鎖であっても分岐していてもよい。
【００５７】
　本発明においては、セルロースアシレートとして、セルロースアセテート、セルロース
アセテートブチレート、又はセルロースアセテートプロピオネートが特に好ましく用いら
れる。
【００５８】
　本発明に係るλ／４位相差フィルムに用いられるセルロースアシレートは、下記式（１
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）、式（２）を満たすものが用いられる。すなわち、セルロースの３つのヒドロキシ基が
、それぞれアセチル基、プロピオニル基、ブチリル基等のアシル基で置換されており、そ
れらのセルロースアシレートの総アシル基置換度Ｚ１とセルロースアシレートのプロピオ
ニル基置換度とブチリル基置換度の総和Ｘが下記式（１）、式（２）を満たすものである
。
　式（１）：２．０≦Ｚ１＜３．０
　式（２）：０．５≦Ｘ
　但し、Ｚ１：セルロースアシレートの総アシル基置換度
　　　　Ｘ　：セルロースアシレートのプロピオニル基置換度とブチリル基置換度の総和
を表す。
【００５９】
　（置換度の説明）
　本発明に用いられるセルロースアシレートの総アシル基置換度について以下に説明する
。
【００６０】
　セルロースはβ－グルコースがグリコシド結合で直鎖状に重合した樹脂で、構成単位で
あるグルコース単位は、２位、３位及び６位にヒドロキシ基を有している。本発明に係る
セルロースアシレートは、これらのヒドロキシ基の一部をアシル基によりエステル化した
重合体である。
【００６１】
　総アシル基置換度Ｚ１とは、繰り返し単位であるグルコース単位の２位、３位及び６位
のヒドロキシ基がエステル化している割合の合計を表す。具体的には、グルコースの２位
、３位及び６位のそれぞれのヒドロキシ基が１００％エステル化した場合をそれぞれ置換
度１とする。したがって、セルロースを構成するグルコースの２位、３位及び６位の全て
が１００％エステル化した場合、総置換度は最大で３となる。
【００６２】
　アシル基としては、アセチル基、プロピオニル基及びブチリル基等が挙げられ、このう
ちプロピオニル基とブチリル基で置換された割合を置換度Ｘで表す。アシル基で置換され
ていない部分は通常ヒドロキシ基として存在しているものである。本発明においては、セ
ルロースアシレートを構成するグルコース単位中におけるアシル基の総置換度をＺ１で表
す。
【００６３】
　本発明において、プロピオニル基置換度とブチリル基置換度の総和Ｘとは、グルコース
単位における３つのヒドロキシ基のうち、プロピオニル基とブチリル基で置換された割合
をいう。
【００６４】
　本発明においては、Ｚ１は下記式（３）を満たすことが好ましい。
　式（３）：２．０≦Ｚ１＜２．５
　上記範囲であれば、位相差の発現性が良くなり、λ／４位相差フィルムの膜厚を薄くで
きるため好ましい。総アシル基置換度が２未満では、溶解性が十分でなく、製膜性が劣っ
てしまう。
【００６５】
　プロピオニル基置換度とブチリル基置換度の総和Ｘが、０．５未満ではλ／４位相差フ
ィルムの耐水性が悪くなり、有機ＥＬ表示装置を高湿度条件下で使用した場合に位相差の
変動が生じ、外光下での正面の黒輝度が上昇してしまうため、好ましくない。
【００６６】
　すなわち、総アシル基置換度Ｚ１とプロピオニル基置換度とブチリル基置換度の総和Ｘ
が上記範囲内であるときに、製膜性、位相差の発現性に優れ、高湿環境下でも位相差が変
動しにくいフィルムを得ることができる。
【００６７】
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　なお、アシル基置換度は、ＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６に規定の方法により求めたもので
ある。
【００６８】
　本発明に用いられるセルロースアシレートは公知の方法により合成することができる。
具体的には、特開平１０－４５８０４号公報、特開２００９－１６１７０１号公報、特開
２００３－２７０４４２号公報などに記載の方法を参考にして合成することができる。
【００６９】
　セルロースアシレートの原料のセルロースは、特に限定は無いが、綿花リンター、木材
パルプ（針葉樹由来、広葉樹由来）、ケナフ等を挙げることができる。
【００７０】
　一般的には、原料のセルロースと所定の有機酸（酢酸、プロピオン酸など）と酸無水物
（無水酢酸、無水プロピオン酸など）、触媒（硫酸など）と混合して、セルロースをエス
テル化し、セルロースのトリエステルができるまで反応を進める。トリエステルにおいて
はグルコース単位の３個のヒドロキシ基は、有機酸のアシル基で置換されている。同時に
二種類以上の有機酸を使用すると、混合エステル型のセルロースアシレート、例えば、セ
ルロースアセテートプロピオネートやセルロースアセテートブチレートを作製することが
できる。次いで、セルロースのトリエステルを加水分解することで、所望のアシル基置換
度を有するセルロースアシレートを合成する。その後、濾過、沈殿、水洗、脱水、乾燥な
どの工程を経て、セルロースアシレートを得ることができる。
【００７１】
　本発明に用いられる混合エステル型のセルロースアシレートは、アシル化剤として酸無
水物や酸塩化物を用いて合成できる。アシル化剤が酸無水物である場合は、反応溶媒とし
て有機酸（例えば、酢酸）や塩化メチレンが使用される。触媒としては、硫酸のような酸
性触媒が用いられる。アシル化剤が酸塩化物である場合は、触媒として塩基性化合物が用
いられる。工業的に最も一般的な合成方法では、セルロースをアセチル基及びプロピオニ
ル基に対応する有機酸（酢酸、プロピオン酸、酪酸）又はそれらの酸無水物を含む混合有
機酸成分でエステル化してセルロースアシレートを合成する。
【００７２】
　アセチル化剤、プロピオニル化剤、ブチリル化剤の使用量は、合成するエステルが前述
した置換度の範囲となるように調整する。反応溶媒の使用量は、セルロース１００質量部
に対して、１００～１０００質量部であることが好ましく、２００～６００質量部である
ことが更に好ましい。酸性触媒の使用量は、セルロース１００質量部に対して、０．１～
２０質量部であることが好ましく、更に好ましくは、０．４～１０質量部である。
【００７３】
　反応温度は１０～１２０℃であることが好ましく、２０～８０℃であることがさらに好
ましい。なお、他のアシル化剤やエステル化剤（例えば、硫酸エステル化剤）を併用して
もよい。また、アシル化反応が終了してから、必要に応じて加水分解（ケン化）して、置
換度を調整してもよい。反応終了後、反応混合物を沈澱のような慣用の手段を用いて分離
し、洗浄、乾燥することによりセルロースの混合脂肪酸エステル（例えば、セルロースア
セテートプロピオネート）が得られる。
【００７４】
　本発明に用いられるセルロースアシレートは、綿花リンターから合成されたセルロース
トリアセテートと木材パルプから合成されたセルローストリアセテートのどちらかを単独
あるいは混合して用いることができる。ベルトやドラムからの剥離性が良い綿花リンター
から合成されたセルロースアシレートを多く使用した方が生産効率が高く好ましい。
【００７５】
　セルロースアシレートの重量平均分子量（Ｍｗ）は、７５，０００以上であることが好
ましく、７５，０００～２４０，０００の範囲であることがより好ましい。数平均分子量
（Ｍｎ）は、６０，０００～３００，０００が好ましく、数平均分子量が、この範囲内で
あると、得られるフィルムの機械的強度が強くなるため、好ましい。より好ましくは、数
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平均分子量が７０，０００～２００，０００のセルロースアシレートが用いられる。
【００７６】
　セルロースアシレートの重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分子量（Ｍｎ）の測定方法
は下記方法によることができる。
【００７７】
　（分子量測定方法）
　重量平均分子量（Ｍｗ）及び数平均分子量（Ｍｎ）は、ゲルパーミエーションクロマト
グラフィーを用いて測定した。測定条件は以下のとおりである。
【００７８】
　溶媒：　　　メチレンクロライド
　カラム：　　Ｓｈｏｄｅｘ　Ｋ８０６、Ｋ８０５、Ｋ８０３Ｇ（昭和電工（株）製を３
本接続して使用した）
　カラム温度：２５℃
　試料濃度：　０．１質量％
　検出器：　　ＲＩ　Ｍｏｄｅｌ　５０４（ＧＬサイエンス社製）
　ポンプ：　　Ｌ６０００（日立製作所（株）製）
　流量：　　　１．０ｍｌ／ｍｉｎ
　校正曲線：　標準ポリスチレンＳＴＫ　ｓｔａｎｄａｒｄ　ポリスチレン（東ソー（株
）製）Ｍｗ＝１００００００～５００までの１３サンプルによる校正曲線を使用した。１
３サンプルは、ほぼ等間隔に用いる。
【００７９】
　（残留硫酸含有量）
　セルロースアシレート中の残留硫酸含有量は、硫黄元素換算で０．１～４５質量ｐｐｍ
の範囲であることが好ましい。これらは塩の形で含有していると考えられる。残留硫酸含
有量が４５質量ｐｐｍを超えると、熱延伸時や熱延伸後でのスリッティングの際に破断し
やすくなる傾向がある。なお、残留硫酸含有量は、１～３０質量ｐｐｍの範囲がより好ま
しい。残留硫酸含有量は、ＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６に規定の方法により測定することが
できる。
【００８０】
　（遊離酸含有量）
　また、セルロースアシレート中の遊離酸含有量は、１～５００質量ｐｐｍであることが
好ましい。上記の範囲であると、上記と同様に破断しにくいため、好ましい。なお、遊離
酸含有量は、１～１００質量ｐｐｍの範囲であることが好ましく、さらに破断しにくくな
る。特に１～７０質量ｐｐｍの範囲が好ましい。遊離酸含有量はＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９
６に規定の方法により測定することができる。
【００８１】
　（残留物量調整方法）
　合成したセルロースアシレートの洗浄を、溶液流延法に用いられる場合に比べて、さら
に十分に行うことによって、残留アルカリ土類金属含有量、残留硫酸含有量、及び残留酸
含有量を上記の範囲とすることができ好ましい。
【００８２】
　（輝点異物）
　また、セルロースアシレートは、フィルムにしたときの輝点異物が少ないものであるこ
とが好ましい。輝点異物とは、２枚の偏光板をクロスニコル状態にして配置し、その間に
光学フィルム等を置き、一方の偏光板の側から光を当てて、他方の偏光板の側から観察し
た時に反対側からの光が漏れて見える点（異物）を意味する。輝点異物は、直径０．０１
ｍｍ以上の輝点の個数が２００個／ｃｍ２以下であることが好ましく、１００個／ｃｍ２

以下であることがより好ましく、５０個／ｃｍ２以下であることがさらに好ましく、３０
個／ｃｍ２以下であることがいっそう好ましく、１０個／ｃｍ２以下であることが特に好
ましく、皆無であることが最も好ましい。
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【００８３】
　また、直径０．００５～０．０１ｍｍ以下の輝点についても、２００個／ｃｍ２以下で
あることが好ましく、１００個／ｃｍ２以下であることがより好ましく、５０個／ｃｍ２

以下であることがさらに好ましく、３０個／ｃｍ２以下であることがいっそう好ましく、
１０個／ｃｍ２以下であることが特に好ましく、皆無であることが最も好ましい。
【００８４】
　（含有金属量）
　また、セルロースアシレートは、セルロースアシレート中の微量金属成分によっても影
響を受ける。これらの微量金属成分は、製造工程で使われる水に関係していると考えられ
るが、不溶性の核となりうるような成分は少ない方が好ましく、特に、鉄、カルシウム、
マグネシウム等の金属イオンは、有機の酸性基を含んでいる可能性のあるポリマー分解物
等と塩形成することにより不溶物を形成する場合があり、少ないことが好ましい。また、
カルシウム（Ｃａ）成分は、カルボン酸やスルホン酸等の酸性成分と、また多くの配位子
と配位化合物（すなわち、錯体）を形成しやすく、多くの不溶なカルシウムに由来するス
カム（不溶性の澱、濁り）を形成するおそれがあるため、少ないことが好ましい。
【００８５】
　具体的には、鉄（Ｆｅ）成分については、セルロースアシレート中の含有量が１質量ｐ
ｐｍ以下であることが好ましい。また、カルシウム（Ｃａ）成分については、セルロース
アシレート中の含有量が好ましくは６０質量ｐｐｍ以下であり、より好ましくは０～３０
質量ｐｐｍである。さらに、マグネシウム（Ｍｇ）成分については、やはり多過ぎると不
溶分を生ずるため、セルロースアシレート中の含有量が０～７０質量ｐｐｍであることが
好ましく、特に０～２０質量ｐｐｍであることが好ましい。
【００８６】
　なお、鉄（Ｆｅ）成分の含有量、カルシウム（Ｃａ）成分の含有量、マグネシウム（Ｍ
ｇ）成分の含有量などの金属成分の含有量は、絶乾したセルロースアシレートをマイクロ
ダイジェスト湿式分解装置（硫硝酸分解）、アルカリ溶融で前処理を行った後、ＩＣＰ－
ＡＥＳ（誘導結合プラズマ発光分光分析装置）を用いて分析することができる。
【００８７】
　＜添加剤＞
　本発明に係るλ／４位相差フィルムには、必要に応じて各種添加剤を添加することがで
きる。
【００８８】
　〔可塑剤〕
　本発明に係るλ／４位相差フィルムにおいては、組成物の流動性や柔軟性を向上するた
めに可塑剤を併用することも可能である。可塑剤としては、フタル酸エステル系、脂肪酸
エステル系、トリメリット酸エステル系、リン酸エステル系、ポリエステル系、あるいは
エポキシ系等が挙げられる。
【００８９】
　この中で、ポリエステル系とフタル酸エステル系の可塑剤が好ましく用いられる。ポリ
エステル系可塑剤は、フタル酸ジオクチルなどのフタル酸エステル系の可塑剤に比べて非
移行性や耐抽出性に優れるが、可塑化効果や相溶性にはやや劣る。
【００９０】
　従って、用途に応じてこれらの可塑剤を選択、あるいは併用することによって、広範囲
の用途に適用できる。
【００９１】
　（ポリエステル系可塑剤）
　ポリエステル系可塑剤は、一価ないし四価のカルボン酸と一価ないし六価のアルコール
との反応物であるが、主に二価カルボン酸とグリコールとを反応させて得られたものが用
いられる。代表的な二価カルボン酸としては、グルタル酸、イタコン酸、アジピン酸、フ
タル酸、アゼライン酸、セバシン酸などが挙げられる。
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【００９２】
　特に、アジピン酸、フタル酸などを用いると可塑化特性に優れたものが得られる。グリ
コールとしてはエチレン、プロピレン、１，３－ブチレン、１，４－ブチレン、１，６－
ヘキサメチレン、ネオペンチレン、ジエチレン、トリエチレン、ジプロピレンなどのグリ
コールが挙げられる。これらの二価カルボン酸及びグリコールはそれぞれ単独で、あるい
は混合して使用してもよい。
【００９３】
　このエステル系の可塑剤はエステル、オリゴエステル、ポリエステルの型のいずれでも
よく、分子量は１００～１００００の範囲が良いが、好ましくは６００～３０００の範囲
が、可塑化効果が大きい。
【００９４】
　また、可塑剤の粘度は分子構造や分子量と相関があるが、アジピン酸系可塑剤の場合相
溶性、可塑化効率の関係から２００～５０００ＭＰａ・ｓ（２５℃）の範囲が良い。さら
に、いくつかのポリエステル系可塑剤を併用してもかまわない。
【００９５】
　可塑剤は本発明に係るフィルム１００質量部に対して、０．５～３０質量部を添加する
のが好ましい。可塑剤の添加量が３０質量部を越えると、表面がべとつくので、実用上好
ましくない。
【００９６】
　（多価アルコールエステル系可塑剤）
　多価アルコールエステル系可塑剤は下記一般式（１）で表される多価アルコールのエス
テル化合物である。
【００９７】
　一般式（１）：Ｒ１－（ＯＨ）ｎ
（式中、Ｒ１はｎ価の有機基、ｎは２以上の正の整数を表す）
　好ましい多価アルコールの例としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、
トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトールが好ましい。
【００９８】
　多価アルコールエステルに用いられるモノカルボン酸としては、公知の脂肪族モノカル
ボン酸、脂環族モノカルボン酸、芳香族モノカルボン酸などを用いることができる。
【００９９】
　脂肪族モノカルボン酸としては、炭素数１～３２の直鎖又は側鎖を持った脂肪酸を好ま
しく用いることができる。炭素数１～２０であることがさらに好ましく、炭素数１～１０
であることが特に好ましい。
【０１００】
　好ましい脂環族モノカルボン酸の例としては、シクロペンタンカルボン酸、シクロヘキ
サンカルボン酸、シクロオクタンカルボン酸、又はそれらの誘導体を挙げることができる
。
【０１０１】
　好ましい芳香族モノカルボン酸の例としては、安息香酸、トルイル酸などの安息香酸の
ベンゼン環にアルキル基を導入したもの、ビフェニルカルボン酸、ナフタレンカルボン酸
、テトラリンカルボン酸などのベンゼン環を２個以上持つ芳香族モノカルボン酸、又はそ
れらの誘導体を挙げることができる。特に、安息香酸が好ましい。
【０１０２】
　多価アルコールエステルの分子量３００～１５００の範囲であることが好ましく、３５
０～７５０の範囲であることが更に好ましい。多価アルコールエステルに用いられるカル
ボン酸は一種類でもよいし、二種以上の混合であってもよい。また、多価アルコール中の
ＯＨ基は全てエステル化してもよいし、一部をＯＨ基のままで残してもよい。
【０１０３】
　この他、トリメチロールプロパントリアセテート、ペンタエリスリトールテトラアセテ
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ートなども好ましく用いられる。特開２００８－８８２９２号に記載の一般式（Ｉ）で表
されるエステル化合物（Ａ）を使用することも好ましい。
【０１０４】
　（多価カルボン酸エステル系可塑剤）
　多価カルボン酸エステル化合物としては、２価以上、好ましくは２価～２０価の多価カ
ルボン酸とアルコールのエステルよりなる。また、脂肪族多価カルボン酸は２～２０価で
あることが好ましく、芳香族多価カルボン酸、脂環式多価カルボン酸の場合は２価～２０
価であることが好ましい。
【０１０５】
　多価カルボン酸は下記一般式（２）で表される。
　一般式（２）：Ｒ２（ＣＯＯＨ）ｍ（ＯＨ）ｎ
（但し、Ｒ２は（ｍ＋ｎ）価の有機基、ｍは２以上の正の整数、ｎは０以上の整数、ＣＯ
ＯＨ基はカルボキシ基、ＯＨ基はアルコール性又はフェノール性ヒドロキシ基を表す）
　好ましい多価カルボン酸の例としては、例えば以下のようなものを挙げることができる
。フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、トリメリット酸、トリメシン酸、ピロメリッ
ト酸のような２価以上の芳香族多価カルボン酸又はその誘導体、コハク酸、アジピン酸、
アゼライン酸、セバシン酸、シュウ酸、フマール酸、マレイン酸、テトラヒドロフタル酸
のような脂肪族多価カルボン酸、酒石酸、タルトロン酸、リンゴ酸、クエン酸のようなオ
キシ多価カルボン酸などを好ましく用いることができる。
【０１０６】
　本発明に用いることのできる多価カルボン酸エステル化合物に用いられるアルコールと
しては公知のアルコール、フェノール類を用いることができる。例えば炭素数１～３２の
直鎖又は側鎖を持った脂肪族飽和アルコールを好ましく用いることができる。
【０１０７】
　炭素数１～２０であることがさらに好ましく、炭素数１～１０であることが特に好まし
い。また、シクロペンタノール、シクロヘキサノールなどの脂環式アルコール又はその誘
導体、ベンジルアルコール、シンナミルアルコールなどの芳香族アルコール又はその誘導
体なども好ましく用いることができ、フェノールとしては、フェノール、パラクレゾール
、ジメチルフェノール等を単独又は２種以上を併用して使用することができる。
【０１０８】
　特開２００８－８８２９２号に記載の一般式（II）で表されるエステル化合物（Ｂ）を
使用することも好ましい。
【０１０９】
　多価カルボン酸エステル化合物の分子量は特に制限はないが、分子量３００～１０００
の範囲であることが好ましく、３５０～７５０の範囲であることがさらに好ましい。
【０１１０】
　多価カルボン酸エステルに用いられるアルコール類は一種類でも良いし、二種以上の混
合であっても良い。
【０１１１】
　多価カルボン酸エステル化合物の酸価は１ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることが好ましく、
０．２ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であることがさらに好ましい。
【０１１２】
　酸価とは、試料１ｇ中に含まれる酸（試料中に存在するカルボキシ基）を中和するため
に必要な水酸化カリウムのミリグラム数をいう。酸価はＪＩＳ　Ｋ００７０に準拠して測
定したものである。
【０１１３】
　（グリコレート系可塑剤）
　グリコレート系可塑剤は特に限定されないが、アルキルフタリルアルキルグリコレート
類が好ましく用いることができる。アルキルフタリルアルキルグリコレート類としては、
例えばメチルフタリルメチルグリコレート、エチルフタリルエチルグリコレート、プロピ
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ルフタリルプロピルグリコレート、ブチルフタリルブチルグリコレート、オクチルフタリ
ルオクチルグリコレート等が挙げられる。
【０１１４】
　（フタル酸エステル系可塑剤）
　フタル酸エステル系可塑剤としては、ジエチルフタレート、ジメトキシエチルフタレー
ト、ジメチルフタレート、ジオクチルフタレート、ジブチルフタレート、ジ－２－エチル
ヘキシルフタレート、ジオクチルフタレート、ジシクロヘキシルフタレート、ジシクロヘ
キシルテレフタレート等が挙げられる。
【０１１５】
　（クエン酸エステル系可塑剤）
　クエン酸エステル系可塑剤としては、クエン酸アセチルトリメチル、クエン酸アセチル
トリエチル、クエン酸アセチルトリブチル等が挙げられる。
【０１１６】
　（脂肪酸エステル系可塑剤）
　脂肪酸エステル系可塑剤として、オレイン酸ブチル、リシノール酸メチルアセチル、セ
バシン酸ジブチル等が挙げられる。
【０１１７】
　（リン酸エステル系可塑剤）
　リン酸エステル系可塑剤としては、トリフェニルホスフェート、トリクレジルホスフェ
ート、クレジルジフェニルホスフェート、オクチルジフェニルホスフェート、ジフェニル
ビフェニルホスフェート、トリオクチルホスフェート、トリブチルホスフェート等が挙げ
られる。
【０１１８】
　（糖エステル化合物系可塑剤）
　本発明に係るλ／４位相差フィルムには、可塑剤としてフラノース構造若しくはピラノ
ース構造を少なくとも１個有し、該フラノース構造若しくはピラノース構造が１～１２個
結合した化合物中のＯＨ基の全て若しくは一部をエステル化した化合物（糖エステル化合
物ということがある。）を含むことができる。
【０１１９】
　好ましい「フラノース構造若しくはピラノース構造を少なくとも１個有し、該フラノー
ス構造若しくはピラノース構造が１～１２個結合した化合物」の例としては、特開昭６２
－４２９９６号公報及び特開平１０－２３７０８４号公報に記載されている。
【０１２０】
　本発明に係るλ／４位相差フィルムに含有させる場合は、セルロースエステルに対して
０～３５質量％、特に５～３０質量％含むことが好ましい。
【０１２１】
　〔紫外線吸収剤〕
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは、紫外線吸収剤を含有することも好ましく、用い
られる紫外線吸収剤としては、ベンゾトリアゾール系、２－ヒドロキシベンゾフェノン系
又はサリチル酸フェニルエステル系のもの等が挙げられる。例えば、２－（５－メチル－
２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（
α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－２－ヒドロキシフェニル）ベンゾトリアゾール等のトリアゾール類、２－
ヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２－ヒドロキシ－４－オクトキシベンゾフェ
ノン、２，２′－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン等のベンゾフェノン類を例
示することができる。
【０１２２】
　ここで、紫外線吸収剤のうちでも、分子量が４００以上の紫外線吸収剤は、高沸点で揮
発しにくく、高温成形時にも飛散しにくいため、比較的少量の添加で効果的に耐候性を改
良することができる。
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【０１２３】
　分子量が４００以上の紫外線吸収剤としては、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（
α，α－ジメチルベンジル）フェニル］－２－ベンゾトリアゾール、２，２－メチレンビ
ス［４－（１，１，３，３－テトラブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イ
ル）フェノール］等のベンゾトリアゾール系、ビス（２，２，６，６－テトラメチル－４
－ピペリジル）セバケート、ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル－４－ピペリジル
）セバケート等のヒンダードアミン系、さらには２－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシベンジル）－２－ｎ－ブチルマロン酸ビス（１，２，２，６，６－ペンタメチル
－４－ピペリジル）、１－［２－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェ
ニル）プロピオニルオキシ］エチル］－４－［３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒド
ロキシフェニル）プロピオニルオキシ］－２，２，６，６－テトラメチルピペリジン等の
分子内にヒンダードフェノールとヒンダードアミンの構造を共に有するハイブリッド系の
ものが挙げられ、これらは単独で、あるいは二種以上を併用して使用することができる。
これらのうちでも、２－［２－ヒドロキシ－３，５－ビス（α，α－ジメチルベンジル）
フェニル］－２－ベンゾトリアゾールや２，２－メチレンビス［４－（１，１，３，３－
テトラブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］が特に好ま
しい。
【０１２４】
　〔微粒子〕
　本発明に係る位相差フィルムは、必要に応じて前記セルロースアシレート溶液の処理工
程後に、微粒子を添加してもよい。
【０１２５】
　該微粒子としては、無機化合物の例として、二酸化珪素、二酸化チタン、酸化アルミニ
ウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、焼成カオ
リン、焼成ケイ酸カルシウム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグ
ネシウム及びリン酸カルシウムを挙げることができる。また、有機化合物の微粒子も好ま
しく使用することができる。有機化合物の例としてはポリテトラフルオロエチレン、セル
ロースアセテート、ポリスチレン、ポリメチルメタクリレート、ポリプロピルメタクリレ
ート、ポリメチルアクリレート、ポリエチレンカーボネート、アクリルスチレン系樹脂、
シリコーン系樹脂、ポリカーボネート樹脂、ベンゾグアナミン系樹脂、メラミン系樹脂、
ポリオレフィン系粉末、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、あ
るいはポリフッ化エチレン系樹脂、澱粉等の有機高分子化合物の粉砕分級物も挙げられる
。あるいは又懸濁重合法で合成した高分子化合物、スプレードライ法あるいは分散法等に
より球型にした高分子化合物、又は無機化合物を用いることができる。
【０１２６】
　微粒子は珪素を含むものが濁度が低くなる点で好ましく、特に二酸化珪素が好ましい。
微粒子の一次粒子の平均粒径は５～４００ｎｍが好ましく、更に好ましいのは１０～３０
０ｎｍである。
【０１２７】
　これらは主に粒径０．０５～０．３μｍの二次凝集体として含有されていてもよく、平
均粒径１００～４００ｎｍの粒子であれば凝集せずに一次粒子として含まれていることも
好ましい。
【０１２８】
　セルロースエステル中のこれらの微粒子の含有量は０．０１～１質量％であることが好
ましく、特に０．０５～０．５質量％が好ましい。
【０１２９】
　二酸化珪素の微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１
２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル
（株）製）の商品名で市販されており、使用することができる。
【０１３０】
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　酸化ジルコニウムの微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本ア
エロジル（株）製）の商品名で市販されており、使用することができる。
【０１３１】
　重合体の例として、シリコーン樹脂、フッ素樹脂及びアクリル樹脂を挙げることができ
る。シリコーン樹脂が好ましく、特に三次元の網状構造を有するものが好ましく、例えば
、トスパール１０３、同１０５、同１０８、同１２０、同１４５、同３１２０及び同２４
０（以上東芝シリコーン（株）製）の商品名で市販されており、使用することができる。
　これらの中でもアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖが位相差フィルムの濁度を
低く保ちながら、摩擦係数を下げる効果が大きいため特に好ましく用いられる。本発明に
かかるλ／４位相差フィルムにおいては、少なくとも一方の面の動摩擦係数が０．２～１
．０であることが好ましい。
【０１３２】
　〔その他の添加剤〕
　さらに、本発明に係るλ／４位相差フィルムには、成形加工時の熱分解性や熱着色性を
改良するために各種の酸化防止剤を添加することもできる。また帯電防止剤を加えて、帯
電防止性能を与えることも可能である。
【０１３３】
　本発明に係るλ／４位相差フィルムには、リン系難燃剤を配合した難燃アクリル系樹脂
組成物を用いても良い。
【０１３４】
　ここで用いられるリン系難燃剤としては、赤リン、トリアリールリン酸エステル、ジア
リールリン酸エステル、モノアリールリン酸エステル、アリールホスホン酸化合物、アリ
ールホスフィンオキシド化合物、縮合アリールリン酸エステル、ハロゲン化アルキルリン
酸エステル、含ハロゲン縮合リン酸エステル、含ハロゲン縮合ホスホン酸エステル、含ハ
ロゲン亜リン酸エステル等から選ばれる一種、あるいは二種以上の混合物を挙げることが
できる。
【０１３５】
　具体的な例としては、トリフェニルホスフェート、９，１０－ジヒドロ－９－オキサ－
１０－ホスファフェナンスレン－１０－オキシド、フェニルホスホン酸、トリス（β－ク
ロロエチル）ホスフェート、トリス（ジクロロプロピル）ホスフェート、トリス（トリブ
ロモネオペンチル）ホスフェート等が挙げられる。
【０１３６】
　さらに、本発明に係るλ／４位相差フィルムには、成形加工時の熱分解性や熱着色性を
改良するために各種の酸化防止剤を添加することもできる。また帯電防止剤を加えて、帯
電防止性能を与えることも可能である。
【０１３７】
　各種添加剤は製膜前の樹脂含有溶液であるドープにバッチ添加してもよいし、添加剤溶
解液を別途用意してインライン添加してもよい。特に微粒子は濾過材への負荷を減らすた
めに、一部又は全量をインライン添加することが好ましい。
【０１３８】
　添加剤溶解液をインライン添加する場合は、ドープとの混合性をよくするため、少量の
樹脂を溶解するのが好ましい。好ましい樹脂の量は、溶剤１００質量部に対して１～１０
質量部で、より好ましくは、３～５質量部である。
【０１３９】
　本発明においてインライン添加、混合を行うためには、例えば、スタチックミキサー（
東レエンジニアリング製）、ＳＷＪ（東レ静止型管内混合器　Ｈｉ－Ｍｉｘｅｒ）等のイ
ンラインミキサー等が好ましく用いられる。
【０１４０】
　＜λ／４位相差フィルムの製膜方法＞
　次に、本発明に係るλ／４位相差フィルムの製膜方法の例を説明するが、これに限定さ
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れるものではない。λ／４位相差フィルムの製膜方法としては、インフレーション法、Ｔ
－ダイ法、カレンダー法、切削法、溶液流延法、溶融流延法、エマルジョン法、ホットプ
レス法等の製造法が使用できる。
【０１４１】
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは溶液流延法でも溶融流延法のどちらで製膜しても
よい。フィルムの着色抑制、異物欠点の抑制、ダイラインなどの光学欠点の抑制などの観
点からは溶液流延法が好ましい。
【０１４２】
　また、セルロースアセテートの溶解に用いた溶媒の残留抑制の点からは溶融流延法で作
製する方法が好ましい。溶融流延によって形成される方法は、溶融押出成形法、プレス成
形法、インフレーション法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分類できる。
　〔原反フィルムの作製〕
　１．溶液流延法
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは、溶液流延法によって製造することができる。溶
液流延法では、樹脂及び添加剤を溶剤に溶解させてドープを調製する工程、ドープをベル
ト状若しくはドラム状の金属支持体上に流延する工程、流延したドープをウェブとして乾
燥する工程、金属支持体から剥離する工程、延伸又は幅保持する工程、更に乾燥する工程
、仕上がったフィルムを巻き取る工程により行われる。
【０１４３】
　ドープ中のセルロースアセテートの濃度は、濃度が高い方が金属支持体に流延した後の
乾燥負荷が低減できて好ましいが、セルロースアセテートの濃度が高すぎると濾過時の負
荷が増えて、濾過精度が悪くなる。これらを両立する濃度としては、１０～３５質量％が
好ましく、更に好ましくは、１５～２５質量％である。流延（キャスト）工程における金
属支持体は、表面を鏡面仕上げしたものが好ましく、金属支持体としては、ステンレスス
ティールベルト又は鋳物で表面をメッキ仕上げしたドラムが好ましく用いられる。
【０１４４】
　キャストの幅は１～４ｍとすることができる。流延工程の金属支持体の表面温度は－５
０℃～溶剤が沸騰して発泡しない温度以下に設定される。温度が高い方がウェブの乾燥速
度が速くできるので好ましいが、余り高すぎるとウェブが発泡したり、平面性が劣化する
場合がある。
【０１４５】
　好ましい支持体温度としては０～１００℃で適宜決定され、５～３０℃が更に好ましい
。又は、冷却することによってウェブをゲル化させて残留溶媒を多く含んだ状態でドラム
から剥離することも好ましい方法である。金属支持体の温度を制御する方法は特に制限さ
れないが、温風又は冷風を吹きかける方法や、温水を金属支持体の裏側に接触させる方法
がある。温水を用いる方が熱の伝達が効率的に行われるため、金属支持体の温度が一定に
なるまでの時間が短く好ましい。温風を用いる場合は溶媒の蒸発潜熱によるウェブの温度
低下を考慮して、溶媒の沸点以上の温風を使用しつつ、発泡も防ぎながら目的の温度より
も高い温度の風を使う場合がある。特に、流延から剥離するまでの間で支持体の温度及び
乾燥風の温度を変更し、効率的に乾燥を行うことが好ましい。
【０１４６】
　λ／４位相差フィルムが良好な平面性を示すためには、金属支持体からウェブを剥離す
る際の残留溶媒量は１０～１５０質量％が好ましく、更に好ましくは２０～４０質量％又
は６０～１３０質量％であり、特に好ましくは、２０～３０質量％又は７０～１２０質量
％である。
【０１４７】
　残留溶媒量は下記式で定義される。
　残留溶媒量（質量％）＝｛（Ｍ－Ｎ）／Ｎ｝×１００
　なお、Ｍはウェブ又はフィルムを製造中又は製造後の任意の時点で採取した試料の質量
で、ＮはＭを１１５℃で１時間の加熱後の質量である。また、λ／４位相差フィルムの乾
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燥工程においては、ウェブを金属支持体より剥離し、更に乾燥し、残留溶媒量を１質量％
以下にすることが好ましく、更に好ましくは０．１質量％以下であり、特に好ましくは０
～０．０１質量％以下である。
【０１４８】
　フィルム乾燥工程では一般にロール乾燥方式（上下に配置した多数のロールにウェブを
交互に通し乾燥させる方式）やテンター方式でウェブを搬送させながら乾燥する方式が採
られる。
【０１４９】
　（有機溶媒）
　本発明に係る位相差フィルムを溶液流延法で製造する場合のドープを形成するのに有用
な有機溶媒は、セルロースエステル樹脂、その他の添加剤を同時に溶解するものであれば
制限なく用いることができる。
【０１５０】
　例えば、塩素系有機溶媒としては、塩化メチレン、非塩素系有機溶媒としては、酢酸メ
チル、酢酸エチル、酢酸アミル、アセトン、テトラヒドロフラン、１，３－ジオキソラン
、１，４－ジオキサン、シクロヘキサノン、ギ酸エチル、２，２，２－トリフルオロエタ
ノール、２，２，３，３－ヘキサフルオロ－１－プロパノール、１，３－ジフルオロ－２
－プロパノール、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ－２－メチル－２－プロパノ
ール、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ－２－プロパノール、２，２，３，３，
３－ペンタフルオロ－１－プロパノール、ニトロエタン等を挙げることができ、塩化メチ
レン、酢酸メチル、酢酸エチル、アセトンを好ましく使用し得る。
【０１５１】
　ドープには、上記有機溶媒の他に、１～４０質量％の炭素原子数１～４の直鎖又は分岐
鎖状の脂肪族アルコールを含有させることが好ましい。ドープ中のアルコールの比率が高
くなるとウェブがゲル化し、金属支持体からの剥離が容易になり、また、アルコールの割
合が少ない時は非塩素系有機溶媒系でのアクリル樹脂、セルロースエステル樹脂の溶解を
促進する役割もある。
【０１５２】
　特に、メチレンクロライド、及び炭素数１～４の直鎖又は分岐鎖状の脂肪族アルコール
を含有する溶媒に、アクリル樹脂と、セルロースエステル樹脂の二種を、少なくとも計１
５～４５質量％溶解させたドープ組成物であることが好ましい。
【０１５３】
　炭素原子数１～４の直鎖又は分岐鎖状の脂肪族アルコールとしては、メタノール、エタ
ノール、ｎ－プロパノール、ｉｓｏ－プロパノール、ｎ－ブタノール、ｓｅｃ－ブタノー
ル、ｔｅｒｔ－ブタノールを挙げることができる。これらの内ドープの安定性、沸点も比
較的低く、乾燥性もよいこと等からエタノールが好ましい。
【０１５４】
　２．溶融製膜法
　本発明に係るλ／４位相差フィルムは、溶融製膜法によって製膜しても良い。溶融製膜
法は、樹脂及び可塑剤などの添加剤を含む組成物を、流動性を示す温度まで加熱溶融し、
その後、流動性のセルロースアセテートを含む溶融物を流延することをいう。
【０１５５】
　加熱溶融する成形法は、更に詳細には、溶融押出成形法、プレス成形法、インフレーシ
ョン法、射出成形法、ブロー成形法、延伸成形法などに分類できる。これらの成形法の中
では、機械的強度及び表面精度などの点から、溶融押出し法が好ましい。溶融押出しに用
いる複数の原材料は、通常あらかじめ混錬してペレット化しておくことが好ましい。
【０１５６】
　ペレット化は、公知の方法でよく、例えば、乾燥セルロースアセテートや可塑剤、その
他添加剤をフィーダーで押出し機に供給し１軸や２軸の押出し機を用いて混錬し、ダイか
らストランド状に押出し、水冷又は空冷し、カッティングすることでできる。
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【０１５７】
　添加剤は、押出し機に供給する前に混合しておいてもよいし、それぞれ個別のフィーダ
ーで供給してもよい。粒子や酸化防止剤等少量の添加剤は、均一に混合するため、事前に
混合しておくことが好ましい。
【０１５８】
　押出し機は、剪断力を抑え、樹脂が劣化（分子量低下、着色、ゲル生成等）しないよう
にペレット化可能でなるべく低温で加工することが好ましい。例えば、２軸押出し機の場
合、深溝タイプのスクリューを用いて、同方向に回転させることが好ましい。混錬の均一
性から、噛み合いタイプが好ましい。
【０１５９】
　以上のようにして得られたペレットを用いてフィルム製膜を行う。もちろんペレット化
せず、原材料の粉末をそのままフィーダーで押出し機に供給し、そのままフィルム製膜す
ることも可能である。
【０１６０】
　上記ペレットを１軸や２軸タイプの押出し機を用いて、押出す際の溶融温度を２００～
３００℃程度とし、リーフディスクタイプのフィルターなどで濾過し異物を除去した後、
Ｔダイからフィルム状に流延し、冷却ロールと弾性タッチロールでフィルムをニップされ
、冷却ロール上で固化させる。
【０１６１】
　供給ホッパーから押出し機へ導入する際は真空下又は減圧下や不活性ガス雰囲気下にし
て酸化分解等を防止することが好ましい。
【０１６２】
　押出し流量は、ギヤポンプを導入するなどして安定に行うことが好ましい。また、異物
の除去に用いるフィルターは、ステンレス繊維焼結フィルターが好ましく用いられる。ス
テンレス繊維焼結フィルターは、ステンレス繊維体を複雑に絡み合った状態を作り出した
上で圧縮し接触箇所を焼結し一体化したもので、その繊維の太さと圧縮量により密度を変
え、濾過精度を調整できる。可塑剤や粒子などの添加剤は、あらかじめ樹脂と混合してお
いてもよいし、押出し機の途中で練り込んでもよい。均一に添加するために、スタチック
ミキサーなどの混合装置を用いることが好ましい。
【０１６３】
　冷却ロールと弾性タッチロールでフィルムをニップする際のタッチロール側のフィルム
温度はフィルムのＴｇ以上Ｔｇ＋１１０℃以下にすることが好ましい。このような目的で
使用する弾性体表面を有するロールは、公知のロールが使用できる。
【０１６４】
　弾性タッチロールは挟圧回転体ともいう。弾性タッチロールとしては、市販されている
ものを用いることもできる。
　冷却ロールからフィルムを剥離する際は、張力を制御してフィルムの変形を防止するこ
とが好ましい。
【０１６５】
　また、上記のようにして得られたフィルムは、冷却ロールに接する工程を通過後、延伸
処理を施してもよい。
【０１６６】
　延伸する方法は、公知のロール延伸機やテンターなどを好ましく用いることができる。
延伸温度は、通常フィルムを構成する樹脂のＴｇ～Ｔｇ＋６０℃の温度範囲で行われるこ
とが好ましい。
【０１６７】
　３．延伸方法
　延伸する方法には特に限定はない。例えば、複数のロールに周速差をつけ、その間でロ
ール周速差を利用して縦方向に延伸する方法、ウェブの両端をクリップやピンで固定し、
クリップやピンの間隔を進行方向に広げて縦方向に延伸する方法、同様に横方向に広げて
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横方向に延伸する方法、あるいは縦横同時に広げて縦横両方向に延伸する方法などが挙げ
られる。もちろんこれ等の方法は、組み合わせて用いてもよい。すなわち、製膜方向に対
して横方向に延伸しても、縦方向に延伸しても、両方向に延伸してもよく、さらに両方向
に延伸する場合は同時延伸であっても、逐次延伸であってもよい。なお、いわゆるテンタ
ー法の場合、リニアドライブ方式でクリップ部分を駆動すると滑らかな延伸が行うことが
でき、破断等の危険性が減少できるので好ましい。
【０１６８】
　本発明においては特に、延伸はフィルム搬送ロールの周速差を利用して搬送方向に行う
か、又は搬送方向と直交方向（幅手方向又はＴＤ方向ともいう）にウェブの両端をクリッ
プ等で把持するテンター方式で行うことが好ましく、更に左右把持手段によってウェブの
把持長（把持開始から把持終了までの距離）を左右で独立に制御できるテンターを用いる
ことも好ましい。また、本発明に係るλ／４位相差フィルムを、延伸工程でフィルム搬送
方向に対して４５°方向に延伸することがフィルム長手方向に対する配向角θを３５～５
５°にする上で好ましい。
　前記のように遅相軸が長手方向と平行な方向に透過軸があるロール状の偏光フィルムと
、配向角が実質的に４５°であるλ／４位相差フィルムとを長手方向を合わせてロールｔ
ｏロールで貼合すると、ロール状長尺状の円偏光板を容易に製造できるので、フィルムの
カットロスが少なく生産上有利である。
【０１６９】
　＜円偏光板＞
　本発明に係る円偏光板は少なくとも偏光板用保護フィルム、偏光子とλ／４位相差フィ
ルムで構成され、偏光子の吸収軸と該λ／４位相差フィルムの遅相軸が実質的に４５°の
傾きをもって貼合される。該円偏光板を有機ＥＬ画像表示装置に使用すると、有機ＥＬ発
光体の金属電極の鏡面反射を遮蔽することができる。なお、立体画像を表示可能な表示装
置に使用する際には、本発明に係るλ／４位相差フィルムを、λ／４位相差フィルム、偏
光子、λ／４位相差フィルムの順で貼合された円偏光板とすることもできる。
【０１７０】
　偏光子に対して前記λ／４板を貼合した面と反対側の面に貼合される偏光板用保護フィ
ルムは、上記式で定義されるリターデーション値Ｒｏ、Ｒｔが各々２０～１５０ｎｍ、７
０～４００ｎｍである位相差フィルム、又は０ｎｍ≦Ｒｏ≦２ｎｍ、かつ－１５ｎｍ≦Ｒ
ｔ≦１５ｎｍであることが好ましい。例えば、市販のセルロースエステルフィルムとして
、コニカミノルタタック　ＫＣ８ＵＸ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ８Ｕ
Ｙ、ＫＣ４ＵＡ、ＫＣ６ＵＡ、ＫＣ８ＵＣＲ３、ＫＣ８ＵＣＲ４、ＫＣ８ＵＣＲ５、ＫＣ
４ＵＥ、ＫＣ８ＵＥ、ＫＣ４ＦＲ－１、ＫＣ４ＦＲ－２、ＫＣ４ＦＲ－３、ＫＣ４ＦＲ－
４、ＫＣ４ＨＲ－１、ＫＣ８ＵＹ－ＨＡ、ＫＣ８ＵＸ－ＲＨＡ（以上コニカミノルタオプ
ト（株）製）なども好ましく用いられる。
【０１７１】
　また、本発明の有機ＥＬ表示装置は紫外線による劣化を防止するために、本発明に係る
円偏光板が紫外線吸収機能を備えていることが好ましい。視認側の保護フィルムが紫外線
吸収機能を備えていると、偏光子と有機ＥＬ素子の両方を紫外線から保護できて好ましい
が、さらに発光体側のλ／４波長板も紫外線吸収機能を備えていると、より有機ＥＬ素子
の劣化を抑制できて好ましい。本発明に係る製造方法で製造された位相差フィルムはλ／
４位相差フィルムとしての機能だけでなく保護フィルム性も兼ね備えているので、偏光板
の製造コストを低減できる。
【０１７２】
　（円偏光板の作製方法）
　円偏光板は、通常の偏光板を作製する際の一般的な方法で作製することができる。本発
明に係るλ／４位相差フィルムをアルカリ鹸化処理し、ポリビニルアルコール系フィルム
をヨウ素溶液中に浸漬延伸して作製した偏光子の少なくとも一方の面に、完全鹸化型ポリ
ビニルアルコール水溶液を用いて貼り合わせることが好ましい。もう一方の面には、前記



(24) JP 2013-97873 A 2013.5.20

10

20

30

40

50

偏光板用保護フィルムを同様に鹸化処理して貼合することが好ましい。
【０１７３】
　本発明に係るλ／４位相差フィルムの作製において、長手方向に対し実質的に４５°の
方向に延伸して作製されたλ／４位相差フィルムの場合には、偏光膜の吸収軸が長手方向
に位置している偏光子と、偏光子の長手方向とλ／４位相差フィルムの遅相軸が２０°以
上７０°未満、より好ましくは４０°以上５０°未満、特に好ましくは４４°以上４６°
未満になるように、ロール・ツー・ロールで連続的に貼り合わせることができる。
【０１７４】
　円偏光板は、更に該円偏光板の一方の面にプロテクトフィルムを、反対面にセパレート
フィルムを貼合して構成することができる。プロテクトフィルム及びセパレートフィルム
は円偏光板出荷時、製品検査時等において円偏光板を保護する目的で用いられる。
【０１７５】
　（直線偏光膜）
　本発明において、直線偏光膜は前記λ／４位相差フィルムと組み合わせられて、円偏光
板として機能する。本発明において、直線偏光膜（偏光子）とは、一定方向の偏波面の光
だけを通す素子であり、現在知られている代表的な直線偏光膜にはヨウ素系偏光膜、二色
染料を用いる染料系偏光膜及びポリエン系偏光膜が利用できる。前記ヨウ素系偏光膜及び
前記染料系偏光膜は、一般的には、ポリビニルアルコール系フィルムに延伸処理等を施し
て製造することができる。偏光膜の偏光軸（透過軸）は、フィルムの延伸方向に相当する
。前述したように、λ／４位相差フィルムと直線偏光膜との間に、反射偏光板を設けると
、発光層が発光した光をより多く、外側に出射させることができる。前記反射偏光板は、
併用する直線偏光膜の偏光軸方向と一致する直線偏光を透過し、偏光軸方向とは異なる方
向の直線偏光を反射する機能を有する。具体的には、一方向において屈折率の異なる高分
子薄膜を交互に積層した複屈折光偏光子（特表平８－５０３３１２号公報に記載）や、コ
レステリック構造を有する偏光分離膜（特開平１１－４４８１６号公報に記載）を好まし
く用いることができる。
【０１７６】
　（機能性層）
　本発明に係る円偏光板の最表面のλ／４位相差フィルム又は偏光板用保護フィルムには
、必要に応じて、ハードコート層、帯電防止層、バックコート層、反射防止層、易滑性層
、接着層、防眩層、バリアー層等の機能性層を設けることができる。
【０１７７】
　〈ハードコート層〉
　本発明に用いられるハードコート層は活性線硬化樹脂を含有し、紫外線や電子線のよう
な活性線（活性エネルギー線ともいう）照射により、架橋反応を経て硬化する樹脂を主た
る成分とする層であることが好ましい。
【０１７８】
　活性線硬化樹脂としては、エチレン性不飽和二重結合を有する単量体を含む成分が好ま
しく用いられ、紫外線や電子線のような活性線を照射することによって硬化させて活性線
硬化樹脂層が形成される。
【０１７９】
　活性線硬化樹脂としては紫外線硬化性樹脂や電子線硬化性樹脂等が代表的なものとして
挙げられるが、紫外線照射によって硬化する樹脂が機械的膜強度（耐擦傷性、鉛筆硬度）
に優れる点から好ましい。
【０１８０】
　紫外線硬化性樹脂としては、例えば、紫外線硬化型ウレタンアクリレート系樹脂、紫外
線硬化型ポリエステルアクリレート系樹脂、紫外線硬化型エポキシアクリレート系樹脂、
紫外線硬化型ポリオールアクリレート系樹脂、又は紫外線硬化型エポキシ樹脂等が好まし
く用いられる。中でも紫外線硬化型アクリレート系樹脂が好ましい。
【０１８１】
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　またハードコート層には活性線硬化樹脂の硬化促進のため、光重合開始剤を含有するこ
とが好ましい。光重合開始剤量としては、質量比で、光重合開始剤：活性線硬化樹脂＝２
０：１００～０．０１：１００で含有することが好ましい。
【０１８２】
　光重合開始剤としては、具体的には、アセトフェノン、ベンゾフェノン、ヒドロキシベ
ンゾフェノン、ミヒラーケトン、α－アミロキシムエステル、チオキサントン等及びこれ
らの誘導体を挙げることができるが、特にこれらに限定されるものではない。
【０１８３】
　またハードコート層には、無機化合物又は有機化合物の微粒子を含むことが好ましい。
　無機微粒子としては、酸化珪素、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化スズ、酸化イン
ジウム、ＩＴＯ、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、酸化マグネシウム、炭酸カルシウム、タ
ルク、クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸ア
ルミニウム、ケイ酸マグネシウム及びリン酸カルシウムを挙げることができる。特に、酸
化珪素、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、酸化マグネシウム等が好ま
しく用いられる。
【０１８４】
　有機粒子としては、ポリメタアクリル酸メチルアクリレート樹脂粉末、アクリルスチレ
ン系樹脂粉末、ポリメチルメタクリレート樹脂粉末、シリコーン系樹脂粉末、ポリスチレ
ン系樹脂粉末、ポリカーボネート樹脂粉末、ベンゾグアナミン系樹脂粉末、メラミン系樹
脂粉末、ポリオレフィン系樹脂粉末、ポリエステル系樹脂粉末、ポリアミド系樹脂粉末、
ポリイミド系樹脂粉末、又はポリ弗化エチレン系樹脂粉末等を添加することができる。
【０１８５】
　これらの微粒子粉末の平均粒子径は特に制限されないが、０．０１～５μｍが好ましく
、更には、０．０１～１．０μｍであることが特に好ましい。また、粒径の異なる二種以
上の微粒子を含有しても良い。微粒子の平均粒子径は、例えばレーザー回折式粒度分布測
定装置により測定することができる。
【０１８６】
　紫外線硬化樹脂組成物と微粒子の割合は、樹脂組成物１００質量部に対して、１０～４
００質量部となるように配合することが望ましく、更に望ましくは、５０～２００質量部
である。
【０１８７】
　これらのハードコート層はグラビアコーター、ディップコーター、リバースコーター、
ワイヤーバーコーター、ダイコーター、インクジェット法等公知の方法を用いて、ハード
コート層を形成する塗布組成物を塗布し、塗布後、加熱乾燥し、ＵＶ硬化処理することで
形成できる。
【０１８８】
　ハードコート層のドライ膜厚としては平均膜厚０．１～３０μｍ、好ましくは１～２０
μｍ、特に好ましくは６～１５μｍである。
【０１８９】
　ＵＶ硬化処理の光源としては、紫外線を発生する光源であれば制限なく使用できる。例
えば、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、カーボンアーク灯、メタル
ハライドランプ、キセノンランプ等を用いることができる。
【０１９０】
　照射条件はそれぞれのランプによって異なるが、活性線の照射量は、通常５～５００ｍ
Ｊ／ｃｍ２、好ましくは５～２００ｍＪ／ｃｍ２である。
【０１９１】
　〈バックコート層〉
　本発明に係る円偏光板には、フィルムのハードコート層を設けた側と反対側の面に、カ
ールやくっつき防止のためにバックコート層を設けてもよい。
【０１９２】
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　バックコート層に添加される粒子としては無機化合物の例として、二酸化珪素、二酸化
チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、タル
ク、クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウム、酸化錫、酸化インジウム、酸化亜鉛
、ＩＴＯ、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネシウム及びリン酸
カルシウムを挙げることができる。
【０１９３】
　バックコート層に含まれる粒子は、バインダーに対して０．１～５０質量％が好ましい
。バックコート層を設けた場合のヘイズの増加は１．５％以下であることが好ましく、０
．５％以下であることが更に好ましく、特に０．１％以下であることが好ましい。
【０１９４】
　バインダーとしては、ジアセチルセルロース等のセルロースエステルが好ましい。
【０１９５】
　〈反射防止層〉
　本発明に係る円偏光板には、ハードコート層の上層に反射防止層を塗設することができ
る。
【０１９６】
　反射防止層は、光学干渉によって反射率が減少するように屈折率、膜厚、層の数、層順
等を考慮して積層されていることが好ましい。反射防止層は、支持体よりも屈折率の低い
低屈折率層、又は支持体よりも屈折率の高い高屈折率層と低屈折率層を組み合わせて構成
されていることが好ましい。特に好ましくは、三層以上の屈折率層から構成される反射防
止層であり、支持体側から屈折率の異なる三層を、中屈折率層（支持体よりも屈折率が高
く、高屈折率層よりも屈折率の低い層）／高屈折率層／低屈折率層の順に積層されている
ものが好ましく用いられる。又は、二層以上の高屈折率層と二層以上の低屈折率層とを交
互に積層した４層以上の層構成の反射防止層も好ましく用いられる。
【０１９７】
　低屈折率層は、シリカ系微粒子を含有することが好ましく、その屈折率は、支持体であ
るセルロースフィルムの屈折率より低く、２３℃、波長５５０ｎｍ測定で、１．３０～１
．４５の範囲であることが好ましい。
【０１９８】
　低屈折率層の膜厚は、５ｎｍ～０．５μｍであることが好ましく、１０ｎｍ～０．３μ
ｍであることがさらに好ましく、３０ｎｍ～０．２μｍであることが最も好ましい。
【０１９９】
　低屈折率層形成用組成物については、シリカ系微粒子として、特に外殻層を有し内部が
多孔質又は空洞の粒子を少なくとも一種類以上含むことが好ましい。特に該外殻層を有し
内部が多孔質又は空洞である粒子が、中空シリカ系微粒子であることが好ましい。
【０２００】
　他に溶剤、必要に応じて、シランカップリング剤、硬化剤、界面活性剤等を添加しても
よい。
【０２０１】
　＜反射電極＞
　本発明において、前記反射電極としては、光反射率の高い金属材料を用いて形成するの
が好ましい。前記金属材料としては、Ｍｇ、ＭｇＡｇ、ＭｇＩｎ、Ａｌ、ＬｉＡｌ等が挙
げられる。前記反射電極の表面が平坦である程、光の乱反射が防止できるので好ましい。
また、前記反射電極は、パターニングされていてもよい。前記反射電極は、スパッタリン
グ等により形成することができ、パターニングにはエッチングを利用することができる。
【０２０２】
　＜発光層＞
　本発明において、前記発光層に含まれる発光材料は特に限定されず、発光材料は無機材
料であっても、有機材料であってもよい。中でも、発光材料として有機材料を用いた有機
ＥＬ表示装置が好ましい。前記発光層は、発光材料を蒸着等することによって形成するこ
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とができる。なお、前記発光層に、電荷輸送材料を含有させて電荷輸送層としての機能を
付加してもよいし、ホール輸送材料を含有させてホール輸送層としての機能を付加しても
よい。また、発光層とは別に、電荷輸送層及び／又はホール輸送層を設けてもよい。
【０２０３】
　＜透明電極＞
　本発明において、前記透明電極としては、一般的にはＩＴＯ電極が利用される。前記透
明電極は、パターニングされていてもよい。前記透明電極は、スパッタリング等により形
成することができ、パターニングにはエッチングを利用することができる。その他、本発
明の有機ＥＬ表示装置には、所望により、前記透明電極と前記円偏光板との間に透明基板
を設けることができる。前記透明基板としては、ガラス基板及び光透過性プラスチックフ
ィルムが利用できる。
【０２０４】
　本発明の有機ＥＬ表示装置は、前記透明電極及び前記反射電極に通電部を設け、通電す
ることにより、発光層を発光させ、画像として表示させることができる。また、本発明の
有機ＥＬ表示装置は、Ｒ（レッド）発光層、Ｇ（グリーン）発光層及びＢ（ブルー）発光
層を、フォトマスク等を用いて各々パターニング形成し、パターニング形成された各発光
層を個々に通電可能に構成することにより、フルカラー画像用の表示素子とすることがで
きる。
【０２０５】
　本発明の有機ＥＬ表示装置には、その他、国際特許出願ＷＯ９６／３４５１４号明細書
、特開平９－１２７８８５号公報及び同１１－４５０５８号公報に記載の有機ＥＬ表示装
置の構成を適用できる。その場合は、前記有機ＥＬ表示装置が備える前記反射防止手段に
代えて、又は併用して前記円偏光板を組込んだ構成とすることができる。また、本発明の
有機ＥＬ表示装置としては、例えば、「エレクトロルミネッセンスディスプレイ」（猪口
敏夫著、産業図書株式会社、１９９１年発行）に記載のある無機ＥＬディスプレイに前記
円偏光板を組込んだ構成にすることもできる。
【実施例】
【０２０６】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」あるいは「％」の表示を用いるが、特に断りがな
い限り「質量部」あるいは「質量％」を表す。使用したセルロースアシレートは表１に示
す。
【表１】

　＜固有複屈折値が負であるオリゴマーの合成＞
　本発明に係る「固有複屈折値が負であるオリゴマー」について、以下のようにして合成
した。
【０２０７】
　〔合成例１〕
　＜化合物Ｏ１の合成＞
（スチレン／アクリロイルモルホリン＝４０／６０）
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　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン（ＡＣＭＯ）２．０質量
部、トルエン１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．１質量部を添加し、８０℃に
加熱した。重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合体を分離し、濾過、
洗浄、乾燥工程を経て共重合オリゴマーである化合物Ｏ１を得た。化合物Ｏ１は、標準ポ
リスチレンを基準とするＧＰＣ分析により、重量平均分子量は５５００であると確認した
。
【０２０８】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ１はスチレンとアクリロイルモルホリンの共重
合体であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝４０：６０であった。
【０２０９】
　＜化合物Ｏ２の合成＞
（スチレン／ＡＣＭＯ＝４０／６０）
　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質量部、トルエン
１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．０５質量部を添加し、８０℃に加熱した。
重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分離し、濾過、洗
浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ２を得た。この共重合体は、標準ポリスチレンを基準とする
ＧＰＣ分析により、重量平均分子量は９０００であると確認した。
【０２１０】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ２はスチレンとアクリロイルモルホリンの共重
合体であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝４０：６０であった。
【０２１１】
　＜化合物Ｏ３の合成＞
（スチレン／ＡＣＭＯ＝４０／６０）
　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質量部、トルエン
１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．０１質量部を添加し、８０℃に加熱した。
重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分離し、濾過、洗
浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ３を得た。この共重合体は、標準ポリスチレンを基準とする
ＧＰＣ分析により、重量平均分子量は２８０００であると確認した。
【０２１２】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ３はスチレンとアクリロイルモルホリンの共重
合体であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝４０：６０であった。
【０２１３】
　＜化合物Ｏ４の合成＞
（スチレン／ＡＣＭＯ＝７０／３０）
　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質量部、トルエン
１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．１質量部を添加し、８０℃に加熱した。重
合終了後、多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分離し、濾過、洗
浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ４を得た。この共重合オリゴマーは、標準ポリスチレンを基
準とするＧＰＣ分析により、重量平均分子量は５７００であると確認した。
【０２１４】
　ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ４が、スチレンとアクリロイルモルホリンの共重合体
であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝７０：３０であった。
【０２１５】
　＜化合物Ｏ５の合成＞
（Ｎ－フェニルマレイミド／ＡＣＭＯ＝４０／６０）
　反応器中に、Ｎ－フェニルマレイミド１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質
量部、トルエン１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．０１質量部を添加し、８０
℃に加熱した。重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分
離し、濾過、洗浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ５を得た。化合物Ｏ５は、標準ポリスチレン
を基準とするＧＰＣ分析により、重量平均分子量は２５０００であると確認した。
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【０２１６】
　ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ５が、Ｎ－フェニルマレイミドとアクリロイルモルホ
リンの共重合体であり、かつ組成は略、Ｎ－フェニルマレイミド：アクリロイルモルホリ
ン＝４０：６０であった。
【０２１７】
　＜化合物Ｏ６の合成＞
（ｐ－アセトキシスチレン／ＡＣＭＯ＝３０／７０）
　反応器中に、ｐ－アセトキシスチレン０．６質量部、アクリロイルモルホリン１．０質
量部、トルエン１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．０５質量部を添加し、８０
℃に加熱した。重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分
離し、濾過、洗浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ６を得た。化合物Ｏ６は、標準ポリスチレン
を基準とするＧＰＣ分析により、重量平均分子量は１００００であると確認した。
【０２１８】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ６はｐ－アセトキシスチレンとアクリロイルモ
ルホリンの共重合オリゴマーであり、かつ組成は略、ｐ－アセトキシスチレン：アクリロ
イルモルホリン＝３０：７０であった。
【０２１９】
　＜化合物Ｏ７の合成＞
（スチレン／ＡＣＭＯ＝４０／６０）
　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質量部、トルエン
１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．００５質量部を添加し、８０℃に加熱した
。重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分離し、濾過、
洗浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ７を得た。この共重合体は、標準ポリスチレンを基準とす
るＧＰＣ分析により、重量平均分子量は５００００であると確認した。
【０２２０】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ７はスチレンとアクリロイルモルホリンの共重
合体であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝４０：６０であった。
【０２２１】
　＜化合物Ｏ８の合成＞
（スチレン／ＡＣＭＯ＝４０／６０）
　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質量部、トルエン
１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．００１質量部を添加し、８０℃に加熱した
。重合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分離し、濾過、
洗浄、乾燥工程を経て化合物Ｏ８を得た。この共重合オリゴマーは、標準ポリスチレンを
基準とするＧＰＣ分析により、重量平均分子量は１０００００であると確認した。
【０２２２】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ８はスチレンとアクリロイルモルホリンの共重
合体であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝４０：６０であった。
【０２２３】
　＜化合物Ｏ９の合成＞
（スチレン／ＡＣＭＯ＝４０／６０）
　反応器中に、スチレン１．０質量部、アクリロイルモルホリン２．０質量部、トルエン
１０質量部、アゾビスイソブチロニトリル０．３質量部を添加し、８０℃に加熱した。重
合終了後多量のヘキサン中に反応溶液を投入し、共重合オリゴマーを分離し、濾過、洗浄
、乾燥工程を経て化合物Ｏ９を得た。この共重合オリゴマーは、標準ポリスチレンを基準
とするＧＰＣ分析により、重量平均分子量は１４００であると確認した。
【０２２４】
　また、ＮＭＲスペクトルから、化合物Ｏ９はスチレンとアクリロイルモルホリンの共重
合体であり、かつ組成は略、スチレン：アクリロイルモルホリン＝４０：６０であった。
【０２２５】
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　以上のようにして合成したオリゴマーの組成を表２に示した。
【０２２６】
【表２】

　＜ポリエステルＰの合成＞
　本発明において可塑剤として用いられるポリエステルＰについて、以下のようにして合
成した。
【０２２７】
　窒素雰囲気下、テレフタル酸ジメチル４．８５ｇ、１，２－プロピレングリコール４．
４ｇ、ｐ－トルイル酸６．８ｇ、テトライソプロピルチタネート１０ｍｇを混合し、１４
０℃で２時間攪拌を行った後、更に２１０℃で１６時間攪拌を行った。次に、１７０℃ま
で降温し、未反応物の１，２－プロピレングリコールを減圧留去することにより、ポリエ
ステルＰを得た。
【０２２８】
　酸価　　　　：０．１
　数平均分子量：４９０
　分散度　　　：１．４
　分子量３００～１８００の成分含有率：９０％
　ヒドロキシ（水酸基）価：０．１
　ヒドロキシ基（水酸基）含有量：０．０４％
　［実施例１０１］
　（λ／４位相差フィルム１０１の調製）
〈微粒子分散液１の調製〉
　微粒子（アエロジル　Ｒ９７２Ｖ　日本アエロジル（株）製）　　　　１１質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８９質量部
　以上をディゾルバーで５０分間攪拌混合した後、マントンゴーリンで分散を行い、微粒
子分散液１を調製した。
〈微粒子添加液１の調製〉
　メチレンクロライドを入れた溶解タンクに十分攪拌しながら、上記微粒子分散液１をゆ
っくりと添加した。更に、二次粒子の粒径が所定の大きさとなるようにアトライターにて
分散を行った。これを日本精線（株）製のファインメットＮＦで濾過し、微粒子添加液１
を調製した。
【０２２９】
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９９質量部
　微粒子分散液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　＜ドープ液＞
　下記組成のドープ液を調製した。まず加圧溶解タンクにメチレンクロライドとエタノー
ルを添加した。溶剤の入った加圧溶解タンクにセルロースアセテートを攪拌しながら投入
した。これを加熱し、攪拌しながら、完全に溶解した。これを安積濾紙（株）製の安積濾
紙Ｎｏ．２４４を使用して濾過し、ドープ液を調製した。
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【０２３０】
　なお、化合物Ｏ１～Ｏ９、ポリエステルＰは、上記合成例により合成した化合物を用い
、糖エステル化合物Ａは下記構造式で表される化合物を使用した。
　＜ドープ液の組成＞
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４０質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４質量部
　セルロースアシレート（ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　化合物Ｏ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０質量部
　糖エステル化合物Ａ（下記構造式）　　　　　　　　　　　　　　　５．０質量部
　ポリエステルＰ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．５質量部
　紫外線吸収剤（チヌビン９２８（ＢＡＳＦジャパン（株）製））　　２．０質量部
　微粒子添加液１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１質量部
【化１】

　上記組成物を密閉容器に投入し、攪拌しながら溶解してドープ液を調製した。次いで、
無端ベルト流延装置を用い、ステンレスベルト支持体上に均一に流延した。
【０２３１】
　ステンレスベルト支持体上で、流延（キャスト）したフィルム中の残留溶媒量が７５％
になるまで溶媒を蒸発させ、ステンレスベルト支持体上から剥離した。剥離したセルロー
スエステルフィルムを、熱をかけながらテンターを用いて幅方向に延伸した。次いで、乾
燥ゾーンを多数のロールで搬送させながら乾燥を終了させ、テンタークリップで挟んだ端
部をレーザーカッターでスリットし、その後巻き取った。
【０２３２】
　得られたフィルムを１８５℃の条件で２．０倍の延伸倍率まで、斜め延伸しλ／４位相
差フィルム１０１を得た。得られたλ／４位相差フィルム１０１の膜厚、面内位相差、波
長分散Ｒｏ（５５０）／Ｒｏ（６５０）、破断伸度は表３に示した。
【０２３３】
　（１）Ｒｏ（４５０）、Ｒｏ（５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定
　２３℃５５％Ｒｈ環境下、アッベ屈折率計と分光光源を用いて、波長４５０ｎｍ、５５
０ｎｍ、６５０ｎｍにおいてフィルム試料の平均屈折率を測定した。また、市販のマイク
ロメーターを用いてフィルムの厚さを測定した。同環境下、波長４５０ｎｍ、５５０ｎｍ
、６５０ｎｍにおいてフィルムの位相差測定をＡｘｏｍｅｔｒｉｃ社製のＡｘｏＳｃａｎ
を用いて、上述の平均屈折率と膜厚を下記式に入力し、面内位相差値Ｒｏを求める。また
、フィルム幅手方向に対する遅相軸の方向も同時に測定する。波長λの面内の位相差をＲ
ｏ（λ）とした。
【０２３４】
　Ｒｏ（λ）＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ
　（式中、ｎｘはフィルム面内の遅相軸方向の屈折率であり、ｎｙはフィルム面内の進相
軸方向の屈折率であり、ｄはフィルムの厚さ（ｎｍ）である。）
　（２）破断伸度の測定
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　２３℃５５％Ｒｈ環境下、引張り試験機（テンシロン；エーアンドシー株式会社製）を
用いて、作製したλ／４位相差フィルムの遅相軸方向の破断点応力（ＭＰａ）を測定した
。この破断点応力にフィルムの膜厚を掛けたものを破断伸度（Ｎ）として算出し、以下の
基準で評価した。
【０２３５】
　◎：６０Ｎ以上
　○：５０Ｎ以上６０Ｎ未満
　×：５０Ｎ未満
　（円偏光板１０１の作製）
　厚さ１２０μｍのポリビニルアルコールフィルムを、一軸延伸（温度１１０℃、延伸倍
率５倍）した。
【０２３６】
　これをヨウ素０．０７５ｇ、ヨウ化カリウム５ｇ、水１００ｇからなる水溶液に６０秒
間浸漬し、次いでヨウ化カリウム６ｇ、ホウ酸７．５ｇ、水１００ｇからなる６８℃の水
溶液に浸漬した。これを水洗、乾燥し偏光子を得た。
【０２３７】
　作製したλ／４位相差フィルム１０１をポリビニルアルコール５％水溶液を粘着剤とし
て、上記偏光子の片面に貼合した。その際、偏光子の透過軸とλ／４位相差フィルムの遅
相軸が４５°の向きになるように貼合した。偏光子のもう一方の面に、コニカミノルタタ
ックフィルムＫＣ６ＵＡ（コニカミノルタオプト（株）製）を、同様にアルカリケン化処
理して貼り合わせて円偏光板を作製した。
【０２３８】
　（有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０１の作製）
　ガラス基板上にスパッタリング法によって厚さ８０ｎｍのクロムからなる反射電極、反
射電極上に陽極としてＩＴＯをスパッタリング法で厚さ４０ｎｍに製膜し、陽極上に正孔
輸送層としてポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）－ポリスチレンスルホネート
（ＰＥＤＯＴ：ＰＳＳ）をスパッタリング法で厚さ８０ｎｍ、正孔輸送層上にシャドーマ
スクを用いて、ＲＧＢそれぞれの発光層を１００ｎｍの膜厚で形成した。赤色発光層とし
ては、ホストとしてトリス（８－ヒドロキシキノリナート）アルミニウム（Ａｌｑ３）と
発光性化合物［４－（ｄｉｃｙａｎｏｍｅｔｈｙｌｅｎｅ）－２－ｍｅｔｈｙｌ－６（ｐ
－ｄｉｍｅｔｈｙｌａｍｉｎｏｓｔｙｒｙｌ）－４Ｈ－ｐｙｒａｎ］（ＤＣＭ）とを共蒸
着（質量比９９：１）して１００ｎｍの厚さで形成した。緑色発光層としては、ホストと
してＡｌｑ３と、発光性化合物クマリン６とを共蒸着（質量比９９：１）して１００ｎｍ
の厚さで形成した。青色発光層としては、ホストとしてＢＡｌｑと発光性化合物Ｐｅｒｙ
ｌｅｎｅとを共蒸着（質量比９０：１０）して厚さ１００ｎｍで形成した。
【化２】

　さらに、発光層上に電子が効率的に注入できるような仕事関数の低い第１の陰極として
カルシウムを真空蒸着法により４ｎｍの厚さで製膜し、第１の陰極上に第２の陰極として
アルミニウムを２ｎｍの厚さで製膜した。ここで、第２の陰極として用いたアルミニウム
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はその上に形成される透明電極をスパッタリング法により製膜する際に、第１の陰極であ
るカルシウムが化学的変質をすることを防ぐ役割がある。以上のようにして、有機発光層
を得た。次に、陰極上にスパッタリング法によって透明導電膜を８０ｎｍの厚さで製膜し
た。ここで透明導電膜としてはＩＴＯを用いた。さらに、透明導電膜上にＣＶＤ法によっ
て窒化珪素を２００ｎｍ製膜することで、絶縁膜とした。
【０２３９】
　得られた有機エレクトロルミネッセンス表示装置の絶縁膜上に、円偏光板１０１を、λ
／４位相差フィルムの面が絶縁膜の面に向くように粘着剤で固定化し有機エレクトロルミ
ネッセンス表示装置１０１を作製した。
【０２４０】
　得られた有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０１を以下の基準で評価した。
【０２４１】
　（３）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の光漏れの評価
　２３℃、５５％ＲＨの恒温恒湿室にて、表示装置の表面から６０ｃｍの場所に市販のデ
スクスタンド（ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ　ｉｎｖｅｒｔｅｒ　ＢＢ　ｇｉｒａｆｆｅ）を設
置して照らし、表示装置に黒画像を表示した。１時間後、表示装置の表面から１ｍ離れた
位置に設置した輝度計（コニカミノルタ社製：ＣＳ－２０００）で０．２°の視野角で輝
度を測定した。また、表示装置の表面から１ｍ離れた位置に観察者が立ち、黒さや色相の
ずれを官能評価した。
【０２４２】
　◎：黒く引き締まって見え、輝度が２ｃｄ／ｍ２より小さい
　○：黒く引き締まって見え、輝度が２ｃｄ／ｍ２以上３ｃｄ／ｍ２以内である
　×：赤色又は青色に色付いて見える、又は、輝度が３ｃｄ／ｍ２より大きい
　（４）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の斜め色相の評価
　２３℃、５５％ＲＨの恒温恒湿室にて、表示装置の表面から６０ｃｍの場所に市販のデ
スクスタンド（ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ　ｉｎｖｅｒｔｅｒ　ＢＢ　ｇｉｒａｆｆｅ）を設
置して照らし、表示装置に黒画像を表示した。１時間後、表示装置の正面からの黒味レベ
ルと、表示装置の法線から４５°の方向からの黒味レベルを視感評価し、その差を比較し
た。
【０２４３】
　◎：正面と斜視で全く黒味に変化は見られない
　○：正面と斜視で僅かに黒味に差は見られるが、気にならない程度
　×：正面と斜視で外光反射の違いが気になる
　（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価
　２３℃、５５％ＲＨの恒温恒湿環境室にて、表示装置の表面から６０ｃｍの場所に市販
のデスクスタンド（ＭＩＴＳＵＢＩＳＨＩ　ｉｎｖｅｒｔｅｒ　ＢＢ　ｇｉｒａｆｆｅ）
を設置して照らし、表示装置に黒画像を表示した。１時間後、表示装置の表面から１ｍ離
れた位置に設置した輝度計（コニカミノルタ社製：ＣＳ－２０００）で０．２°の視野角
で輝度を測定した。次いで、環境室を６０℃８０％ＲＨの条件に変更し、有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置を黒画像表示した。１時間後、表示装置の表面から１ｍ離れた位
置に設置した輝度計（コニカミノルタ社製：ＣＳ－２０００）で２°の視野角で輝度を測
定した。６０℃８０％ＲＨ環境に晒す前後の輝度変化から、以下の基準で評価を行った。
【０２４４】
　◎：２３℃５５％ＲＨでの測定値を基準として輝度の変化が５倍未満である
　○：２３℃５５％ＲＨでの測定値を基準として輝度の変化が５～１０倍である
　×：２３℃５５％ＲＨでの測定値を基準として輝度の変化が１０倍を超える
　［実施例１０２～１０６］
　（λ／４位相差フィルム１０２～１０６の作製）
　λ／４位相差フィルム１０１の作製において、化合物Ｏ１を化合物Ｏ２～Ｏ６に変更し
た以外は、１０１と同様の方法でλ／４位相差フィルム１０２～１０６を作製した。実施
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例１０１と同様の方法で（１）Ｒｏ（４５０）、Ｒｏ（５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定
と（２）破断伸度の測定を行った。
【０２４５】
　（円偏光板１０２～１０６の作製）
　円偏光板１０１の作製において、λ／４位相差フィルム１０１に代えてλ／４位相差フ
ィルム１０２～１０６を用いた以外は同様にして、円偏光板１０２～１０６を作製した。
【０２４６】
　（有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０２～１０６の作製）
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０１の作製において、円偏光板１０１に代え
て円偏光板１０２～１０６を用いた以外は同様にして、有機エレクトロルミネッセンス表
示装置１０２～１０６を作製した。実施例１０１と同様の方法で、（３）有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置の光漏れの評価、（４）有機エレクトロルミネッセンス表示装置
の斜め色相の評価、（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価を行った。
【０２４７】
　［比較例１～３］
　（比較用λ／４位相差フィルム１～３の作製）
　本発明に係るλ／４位相差フィルム１０１の作製において、化合物Ｏ１の添加を無添加
、化合物Ｏ８、Ｏ９に変更した以外は、実施例１０１と同様の方法で比較用λ／４位相差
フィルム１～３を作製した。実施例１０１と同様の方法で（１）Ｒｏ（４５０）、Ｒｏ（
５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定と（２）破断伸度の測定を行った。
【０２４８】
　（比較用円偏光板１～３の作製）
　本発明に係る円偏光板１０１の作製において、λ／４位相差フィルム１０１に代えて比
較用λ／４位相差フィルム１～３を用いた以外は同様にして、比較用円偏光板１～３を作
製した。
【０２４９】
　（比較用有機エレクトロルミネッセンス表示装置１～３の作製）
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０１の作製において、円偏光板１０
１に代えて比較用円偏光板１～３を用いた以外は同様にして、比較用有機エレクトロルミ
ネッセンス表示装置１～３を作製した。実施例１０１と同様の方法で、（３）有機エレク
トロルミネッセンス表示装置の光漏れの評価、（４）有機エレクトロルミネッセンス表示
装置の斜め色相の評価、（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価を行っ
た。結果を表３に示す。
【０２５０】
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【表３】

　表３の結果から明らかなように、実施例１０１～１０６の本発明に係るλ／４位相差フ
ィルムは比較例１～４の比較用のλ／４位相差フィルムに比べて、黒表示時の光漏れ、斜
め色相、耐久黒表示時光漏れの評価において、いずれも優れた性能を発揮している。
【０２５１】
　［実施例１０７］
　（λ／４位相差フィルム１０７の作製）
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　λ／４位相差フィルム１０１の作製において、化合物Ｏ１を化合物Ｏ７に変更した以外
は、１０１と同様の方法でλ／４位相差フィルム１０７を作製した。実施例１０１と同様
の方法で（１）Ｒｏ（４５０）、Ｒｏ（５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定と（２）破断伸
度の測定を行った。
【０２５２】
　（円偏光板１０７の作製）
　円偏光板１０１の作製において、λ／４位相差フィルム１０１に代えてλ／４位相差フ
ィルム１０７を用いた以外は同様にして、円偏光板１０７を作製した。
【０２５３】
　（有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０７の作製）
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０１の作製において、円偏光板１０１に代え
て円偏光板１０７を用いた以外は同様にして、有機エレクトロルミネッセンス表示装置１
０７を作製した。実施例１０１と同様の方法で（３）有機エレクトロルミネッセンス表示
装置の光漏れの評価、（４）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の斜め色相の評価、
（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価を行った。
【０２５４】
　［実施例１０８～１１０］
　（λ／４位相差フィルム１０８～１１０の作製）
　λ／４位相差フィルム１０２の作製において、化合物Ｏ２の添加量を１０％からそれぞ
れ、２．５％、２０％、５％に変更した以外は、１０２と同様の方法でλ／４位相差フィ
ルム１０８～１１０を作製した。実施例１０２と同様の方法で（１）Ｒｏ（４５０）、Ｒ
ｏ（５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定と（２）破断伸度の測定を行った。
【０２５５】
　（円偏光板１０８～１１０の作製）
　円偏光板１０２の作製において、λ／４位相差フィルム１０２に代えてλ／４位相差フ
ィルム１０８～１１０を用いた以外は同様にして、円偏光板１０８～１１０を作製した。
【０２５６】
　（有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０８～１１０の作製）
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０２の作製において、円偏光板１０２に代え
て円偏光板１０８～１１０を用いた以外は同様にして、有機エレクトロルミネッセンス表
示装置１０８～１１０を作製した。実施例１０２と同様の方法で、（３）有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置の光漏れの評価、（４）有機エレクトロルミネッセンス表示装置
の斜め色相の評価、（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価を行った。
【０２５７】
　［実施例２０１～２０５］
　（λ／４位相差フィルム２０１～２０５の作製）
　λ／４位相差フィルム１０２の作製において、セルロースアシレート（ａ）をセルロー
スアシレート（ｂ）、（ｃ）、（ｄ）、（ｅ）、（ｆ）に変更した以外は、１０２と同様
の方法でλ／４位相差フィルム２０１～２０５を作製した。実施例１０２と同様の方法で
（１）Ｒｏ（４５０）、Ｒｏ（５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定と（２）破断伸度の測定
を行った。
【０２５８】
　（円偏光板２０１～２０５の作製）
　円偏光板１０２の作製において、λ／４位相差フィルム１０２に代えてλ／４位相差フ
ィルム２０１～２０５を用いた以外は同様にして、円偏光板２０１～２０５を作製した。
【０２５９】
　（有機エレクトロルミネッセンス表示装置２０１～２０５の作製）
　有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０２の作製において、円偏光板１０２に代え
て円偏光板２０１～２０５を用いた以外は同様にして、有機エレクトロルミネッセンス表
示装置２０１～２０５を作製した。実施例１０２と同様の方法で（３）有機エレクトロル
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斜め色相の評価、（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価を行った。
【０２６０】
　［比較例４］
　（比較用λ／４位相差フィルム４の作製）
　本発明に係るλ／４位相差フィルム１０２の作製において、セルロースアシレート（ａ
）をセルロースアシレート（ｇ）に変更した以外は、実施例１０２と同様の方法で比較用
λ／４位相差フィルム４を作製した。実施例１０２と同様の方法で（１）Ｒｏ（４５０）
、Ｒｏ（５５０）、Ｒｏ（６５０）の測定と（２）破断伸度の測定を行った。
【０２６１】
　（比較用円偏光板４の作製）
　本発明に係る円偏光板１０２の作製において、λ／４位相差フィルム１０２に代えて比
較用λ／４位相差フィルム４を用いた以外は同様にして、比較用円偏光板４を作製した。
【０２６２】
　（比較用有機エレクトロルミネッセンス表示装置４の作製）
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス表示装置１０２の作製において、円偏光板１０
２に代えて比較用円偏光板４を用いた以外は同様にして、比較用有機エレクトロルミネッ
センス表示装置４を作製した。実施例１０２と同様の方法で（３）有機エレクトロルミネ
ッセンス表示装置の光漏れの評価、（４）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の斜め
色相の評価、（５）有機エレクトロルミネッセンス表示装置の耐久評価を行った。
【０２６３】
　結果を表４に示す。
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【表４】

　以上の結果から明らかなように実施例１０７～１１０、及び２０１～２０５の本発明の
有機エレクトロルミネッセンス表示装置は、比較例４の比較用有機エレクトロルミネッセ
ンス表示装置に比べて、黒表示時の光漏れ、斜め色相変動、耐久黒表示時光漏れの評価に
おいて、優れた性能を発揮している。
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【符号の説明】
【０２６４】
ＰＬ　直線偏光膜
Ｐλ／４　λ／４位相差フィルム
Ｔｓ　透明基板
Ｅｔ　透明電極
ＯＬ　発光層
Ｅｒ　光反射電極

【図１】

【図２】
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